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令和６年第１回大玉村議会定例会会議録 

 

第１日  令和６年３月４日（月曜日） 

 

 １．応招（出席）議員は次のとおりである。 

    １番 舘 下 憲 一   ２番 渡 邊 初 治   ３番 菅 原 貴 子 

    ４番 渡 邉 啓 子   ５番 斎 藤 信 一   ６番 松 本   昇 

    ７番 本 多 保 夫   ８番 佐 原 佐百合   ９番 鈴 木 康 広 

   １０番 須 藤 軍 蔵  １１番 武 田 悦 子  １２番 押 山 義 則 

 ２．不応招（欠席）議員は次のとおりである。 

    な し 

 ３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席を求めた職員。 

村 長 押 山 利 一 副 村 長 武 田 正 男 

教 育 長 渡 辺 敏 弘 
総 務 部 長 
兼 総 務 課 長 押 山 正 弘 

住民福祉部長 作 田 純 一 産業建設部長 菅 野 昭 裕 

政策推進課長 鈴 木 真 一 税 務 課 長 菊 地   健 

住民生活課長 後 藤   隆 健康福祉課長 安 田 春 好 

産 業 課 長 藤 田 良 男 建 設 課 長 杉 原   仁 

環境保全課長 伊 藤 寿 夫 
会 計 管 理 者 
兼 出 納 室 長 菊 地 美 和 

教育総務課長 橋 本 哲 夫 生涯学習課長 渡 辺 雅 彦 

農 業 委 員 会 
事 務 局 長 神野藤 浩 和   

 ４．本会議案件は次のとおりである。 

    会議録署名議員の指名 

    会期の決定 

    諸般の報告 

    行政報告 

    議案の一括上程（議案第１号から議案第３４号） 

     議案第 １号 令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求める 

            ことについて（１２月専決） 

     議案第 ２号 令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求める 

            ことについて（１月専決） 

     議案第 ３号 大玉村監査委員条例の一部を改正する条例について 

     議案第 ４号 大玉村議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条 

            例の一部を改正する条例について 

     議案第 ５号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 



 

- 2 - 

 

            の一部を改正する条例について 

     議案第 ６号 大玉村会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一 

            部を改正する条例について 

     議案第 ７号 税外収入の督促及び延滞金徴収条例の一部を改正する条例につ 

            いて 

     議案第 ８号 大玉村新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金条例の一部 

            を改正する条例について 

     議案第 ９号 大玉村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

            する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第１０号 大玉村介護保険条例の一部を改正する条例について 

     議案第１１号 大玉村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介 

            護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関 

            する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第１２号 大玉村指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

            を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第１３号 大玉村指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及 

            び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基 

            準を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第１４号 大玉村道路占用料徴収条例の一部を改正する条例について 

     議案第１５号 大玉村特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例について 

     議案第１６号 大玉村村営住宅管理条例の一部を改正する条例について 

     議案第１７号 大玉村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例に 

            ついて 

     議案第１８号 大玉村水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

     議案第１９号 大玉村総合福祉センターさくらにおける指定管理者の指定につ 

            いて 

     議案第２０号 大玉村産業振興センター及び大玉村ふれあい広場における指定 

            管理者の指定について 

     議案第２１号 令和５年度大玉村一般会計補正予算について 

     議案第２２号 令和５年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について 

     議案第２３号 令和５年度大玉村後期高齢者医療特別会計補正予算について 

     議案第２４号 令和６年度大玉村一般会計予算について 

     議案第２５号 令和６年度大玉村国民健康保険特別会計予算について 

     議案第２６号 令和６年度大玉村玉井財産区特別会計予算について 

     議案第２７号 令和６年度大玉村土地取得特別会計予算について 

     議案第２８号 令和６年度大玉村介護保険特別会計予算について 

     議案第２９号 令和６年度大玉村後期高齢者医療特別会計予算について 

     議案第３０号 令和６年度大玉村水道事業会計予算について 
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     議案第３１号 令和６年度大玉村農業集落排水事業会計予算について 

     議案第３２号 区長等の委嘱について 

     議案第３３号 人権擁護委員候補者の推薦について 

     議案第３４号 村道路線の認定について 

    施政方針並びに提案理由の説明 

    請願・陳情について（委員会付託） 

 ５．本会の書記は次のとおりである。 

    議会事務局長 矢崎由美、書記 齋藤智、三瓶隆弘、鈴木裕也 
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会 議 の 経 過 

 

○議長（押山義則） おはようございます。３月定例会が招集されましたところ、出席ご

苦労さまでございます。定足数に達しておりますので、令和６年第１回大玉村議会定

例会を開会いたします。 

   なお、環境保全課長伊藤寿夫君、午前中業務の都合により併任書記三瓶隆弘君から

欠席する旨の届出がありましたので、ご報告申し上げます。 

（午前１０時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） これより本日の会議を開きます。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 本日の議事日程は、お手元に配付の通りです。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

   今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、５番斎藤信一

君、６番松本昇君を指名いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

   議会運営委員会委員長の報告を求めます。１０番。 

○議会運営委員長（須藤軍蔵） おはようございます。 

   令和６年第１回３月定例会に当たりましては、さきに閉会中の継続調査としており

ました今期定例会の会期日程等について、去る２月２９日午前９時より第１委員会室

におきまして議会運営委員会を開催し、調査をいたしましたので、その経過と結果に

ついて、以下、ご報告を申し上げます。 

   委員会は、議長出席の下、全委員出席、さらに当局から総務部長の出席を求め、提

出議案の概要の説明を受け、会期及び会議日程等について、次のように決定をいたし

ました。 

   今期定例会に提出される事件は、村長提出の議案３４件で、その内容は、専決処分

２件、条例改正案１６件、補正予算案３件、当初予算案８件、人事案件２件及びその

他３件、合わせて３４件であります。 

   以上のことから、会期につきましては、本日３月４日から１５日までの１２日間と

決定をいたしました。 

   また、会期日程、会議区分及び議事内容につきましては、 

   本日 ４日 本会議 村長の行政報告、議案の一括上程、施政方針並びに提案理由 

         の説明、請願・陳情の委員会付託、委員会（付託事件の審査） 

   ３月 ５日 議案調査のため休会 

   ３月 ６日 本会議 一般質問 ６名 

   ３月 ７日 本会議 一般質問 ２名、議案第１号から議案第２０号までの議案審 
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         議 

   ３月 ８日 本会議 令和６年度予算議案に対する総括質疑、令和６年度予算議案 

         の委員会付託、委員会 

   ３月 ９日 休会 

   ３月１０日 休会 

   ３月１１日 委員会（付託事件の審査） 

   ３月１２日 委員会（付託事件の審査） 

   ３月１３日 大玉中学校卒業式のため午前中休会 

         午後 委員会（付託事件の審査） 

   ３月１４日 午後 委員会（付託事件の審査） 

   ３月１５日 本会議 議案第２１号から議案第３４号までの議案審議、付託事件の 

         委員長審査報告、審議、選挙管理委員及び同補充員の選挙、閉会中の 

         継続調査申出 

  という日程で行います。 

   なお、３月８日の総括質疑は、令和６年度予算議案についての質疑です。先例によ

り、質問者は、原則、自らの所属する常任委員会の予算項目以外の質疑内容とし、予

算書のページ数を明らかにし、議題に供された内容とするよう申合せをしたとおりで

すので、ご協力のほどお願いを申し上げます。 

   以上のように、委員会として全委員一致をもって決定をいたしましたので、何とぞ

ご審議の上、ご賛同を賜りますようお願いを申し上げまして、報告といたします。 

○議長（押山義則） お諮りいたします。 

   会期日程等については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決定するにご

異議ございませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（押山義則） 異議なしと認めます。 

   よって、会期日程については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決定し

ました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第３、諸般の報告を行います。 

   諸般の報告につきましては、定期監査の報告について、例月出納検査の報告につい

て、今定例会までに受理した請願・陳情の報告について、説明員の報告についてであ

り、内容は配付しました報告のとおりですので、配付をもって報告に代えさせていた

だきます。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第４、村長より行政報告を求めます。村長。 

○村長（押山利一） ご苦労さまでございます。 

   本日、第１回定例会の招集をお願いいたしましたところ、議員の皆様方には何かと

ご多忙の中出席を賜り、提出案件のご審議を賜りますことを感謝を申し上げます。 
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   今次定例会に当たり、現時点における本年度の事務事業につきましては、お手元に

配付の別紙をもって行政報告とさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（押山義則） 行政報告が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第５、議案第１号から議案第３４号まで一括上程いたします。 

   事務局職員に議案を朗読させます。事務局。 

○書記（鈴木裕也） 別紙議案書により朗読。 

○議長（押山義則） 事務局職員の朗読が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第６、村長より施政方針並びに提案理由の説明を求めます。村

長。 

○村長（押山利一） 本日、第１回村議会定例会の開催に当たり、ご提案申し上げました

議案の説明に先立ち、令和６年度の村政運営に関する私の所見の一端と重点事務事業

についての基本的な施策方針を申し上げ、村民の皆様をはじめ議員各位のご理解とご

協力をお願い申し上げる次第であります。 

   まず、初めに、このたびの令和６年能登半島地震でお亡くなりになられた皆様のご

冥福をお祈りいたしますとともに、被災された皆様にお見舞いを申し上げます。 

   正月早々の甚大な災害を目の当たりにして、災害は時と場所を選ばず突然に発生す

るということを改めて思い知ると同時に、普段の備えの大切さを改めて感じたところ

であります。 

   東京電力第一原子力発電所事故から今月で１３年が経過します。昨年の８月にはＡ

ＬＰＳ処理水の海洋放出も開始されたことから、さらなる福島の復興に向けた風評対

策の強化など、引き続き関係機関とともに国に対して強く要望してまいります。 

   まずは、社会生活や経済活動に大きな影響を及ぼしている燃油高騰及び物価高騰等

に関しては、国・県の動向を注視し、村が行うべき各種支援策について、引き続き必

要な対策を講じてまいります。 

   また、令和３年度に策定された第五次大玉村総合振興計画に基づき、１０年、

２０年後も自立する村づくりのための各種施策に取り組み、引き続き取り組んでまい

ります。 

   昨年は、友好交流都市協定を結んでいるマチュピチュ村の村長ご一行をお迎えし、

交流を深めることができました。今後も両村の交流が着実に進化するよう努めてまい

ります。 

   さらに、日本看護協会の前会長の福井トシ子さんに大玉村名誉村民の称号を贈呈さ

せていただきました。現在は、国際医療福祉大学大学院副大学院長兼教授を務められ

ており、大玉村出身者のご活躍は村にとって大きな誉れとするところであります。 

   令和５年度において執行された主な事業は、各種住宅取得支援補助制度などによる

定住人口増加対策、持続可能な農業支援、健康長寿の村づくり、交通手段確保を図る

ためのデマンドタクシー運行、保育料の完全無料化の継続、小中学校給食費への補助、
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ＩＣＴ教育の推進等であり、新年度も引き続き取り組んでまいります。 

   また、交通の利便性を高めるとともに、企業誘致や住宅誘導など村活性化のため、

令和３年度に着手したスマートインターチェンジ設置に引き続き取り組むとともに、

子育て支援センターと住民交流センターを兼ねた複合施設建設計画を進めてまいりま

す。併せて、産業振興センター周辺の再整備の検討を進めるとともに再エネアグリプ

ロジェクトの実効性を高めるため関係機関と協議を進めてまいります。 

   これらの中長期的な計画の推進と財源確保のための都市計画マスタープランの見直

しと立地適正化計画の早期策定を進めてまいります。 

   次に、農業を取り巻く各種課題に対応した「農業振興公社」の取り組み強化を図り、

基幹産業である農業と本村の重要な資源である景観を守り、後世に伝えてまいります。 

   村の収益施設の指定管理者である「おおたま村づくり株式会社」への支援を強化し、

直売所やお食事処たまちゃんなどの村内外の結節拠点としての機能強化を図ってまい

ります。 

   また、コロナ禍による利用者の減少とスタッフ不足が続き運営が困難となっている

「アットホームおおたま」の営業形態の見直しを皆様のご意見をお聞きしながら進め

てまいります。 

   今後もより多くの皆様方のご意見やご要望をお聞きし、「村民に日本一近い村政」

を念頭に、村民が主役の「住んでよかったと思える村づくり」の実現に向けて全力を

尽くしてまいります。 

   以上、申し上げました基本姿勢を踏まえ、新年度予算執行のため計画しました主な

重点事務事業については、各部・課ごとに順次担当課長より説明を申し上げます。 

○議長（押山義則） 総務部長。 

○総務部長兼総務課長（押山正弘） 総務部総務課関係について申し上げます。 

   職員の専門的知識の習得と能力の向上を図るため、「財団法人ふくしま自治研修セ

ンター」への研修派遣や、「こおりやま広域連携中枢都市圏」などが主催する研修

会・講習会に積極的に派遣してまいります。 

   長引く物価高騰や少子高齢化の影響により、今後も行政需要が増加していくことが

見込まれる中、各種事務事業に取り組む際には、財源の確保に取り組むなど引き続き

厳しい財政状況にありますが、第五次大玉村総合振興計画に基づき、各種施策を積極

的に推進するため、安定した各種行政サービスを継続しながら小さな自治体ならでは

のスケールメリットを生かすことで最小の経費で最大の効果を挙げることを念頭に健

全財政の維持に努めてまいります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 政策推進課長。 

○政策推進課長（鈴木真一） 続きまして、総務部政策推進課関係について申し上げます。 

   令和３年度を初年度とする向こう１０年間の第五次大玉村総合振興計画が策定され

てから４年目となり、引き続き「安心・安定のむらづくり」のため、各種事業の着実

な執行と「住みたくなる村づくり」、「住んでよかったと思えるような村づくり」の
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ため施策の調査・研究等を積極的に進め、具体的施策を推進します。 

   また、併せて見直しをした「大玉村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく地

方創生の取り組みを推進し、計画・実施・評価・改善による効果を検証し、その後に

つなげていくＰＤＣＡサイクルでのマネジメント手法を取り入れて、人口増加や東京

一極集中是正等のため、引き続き推進してまいります。 

   定住人口増加対策につきましては、村の最重点事業と位置づけ、ＳＤＧｓの推進、

子育て支援、健康長寿、保健・福祉・教育の充実、企業立地など産業振興も視野に入

れ、各課との横の連携を図りながら諸施策に取り組んでまいります。 

   公共交通システムにつきましては、令和４年度より広域生活バス及び福祉バスをデ

マンドタクシーに集約統合し、さらに、朝夕は「大玉村通勤通学バス」を運行してお

り、今年度も引き続き実施してまいります。 

   村の木材を使用して建設予定の大山公民館に代わる村民の交流の場と子育て支援を

目的とした複合施設「（仮称）子育て支援センター」につきましては、国の補助金確

保に努めており、めどがつき次第に早期の建設を目指してまいります。 

   農福連携推進事業「再エネアグリプロジェクト事業」につきましても、引き続き財

源の確保に向け、国・県等の補助制度を調査・研究し、より実現性を高めるための取

り組みを進めてまいります。 

   さらに、「こおりやま広域連携中枢都市圏」及び「ふくしま田園中枢都市圏」につ

きましては、中心市と協約締結市町村が協力し、広域連携の強みを生かし、引き続き

様々な事業に取り組んでまいります。 

   国内外交流につきましては、友好交流都市協定を締結している茨城県美浦村、茨城

町と人・もの・情報の交流による友好関係を継続してまいります。 

   日本で最も美しい村連合に関する事業につきましては、令和５年度に創設しました

村内の行政区や各種団体が自主的に行う美しい村づくりにつながる活動を顕彰する制

度、「日本で最も美しい村づくり大賞」を今年度も引き続き実施してまいります。ま

た、昨年度昭和村で開催した県内４町村による合同物産展を引き続き三島町で開催す

べく準備を進めてまいります。 

   また、国外につきましては、姉妹校を締結した桃園市立大竹國民中学と大玉中学校

の交流をより深めるとともに、ホームステイの受入れにも取り組んでまいります。さ

らに、ペルー共和国マチュピチュ村との交流事業につきましては、本年１０月２６日

をもって友好都市協定締結１０周年を迎えることから、これを記念したイベントを企

画してまいります。 

   次に、安達地方広域行政組合の重点事務事業について申し上げます。 

   本年度においても、行政改革推進基本計画及び実施計画に基づく組合事務事業の効

率的運営、執行を図ることとしております。 

   衛生関係では、救急医療体制の整備、斎場の適正な管理運営を図るとともに、病院

群輪番制の推進、廃棄物の発生抑制と資源の循環的利用を推進すべく、構成市町村と

連携を図り、引き続き分別の徹底と情報発信に努めることとしております。 
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   消防関係では、専門化・高度化した消防業務に対応するため、人材育成計画に基づ

き資質の向上及び組織力のレベルアップを図ってまいります。また、ひとり暮らし高

齢者世帯等の防火指導を積極的に行い、火災予防思想の推進を図ってまいりますとと

もに住民に対する応急手当普及啓発活動を積極的に展開し、さらなる救命率の向上を

目指してまいります。 

   これらの事業を踏まえた予算は、一般会計が前年度比約０．４％減となる３４億

３２６万９，０００円となりました。また、地域振興特別会計では、文化振興支援事

業など２８８万２，０００円となったところであります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 税務課長。 

○税務課長（菊地 健） 次に、総務部税務課関係について申し上げます。 

   村税の賦課事務については、課税客体を的確に把握し、公平公正な課税に努めてま

いります。 

   また、徴収事務については、引き続き大玉村税等徴収嘱託員を設置し、未納者の実

情把握に努めながら納税意識の醸成と自主納付を促すとともに、他の納税者との公平

性の確保の点から滞納者に対しては厳正な滞納処分を適時・適切に実施し、収納率の

向上と自主財源の確保を図ります。 

   さらに、口座振替による納税の利便性を周知し利用者の拡大を図るとともに、現金

納付や遠隔地の納税者に対しては、コンビニでの納付やスマホ決裁が利用できること

を説明しながら納期内の適正な納税を推進してまいります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 住民生活課長。 

○住民生活課長（後藤 隆） 次に、住民福祉部住民生活課関係について申し上げます。 

   交通対策につきましては、事故を未然に防止するための交通安全施設の整備を推進

していくとともに、子どもやお年寄りなど交通弱者の被害をなくすための啓発運動を

強化してまいります。また、引き続き高齢者の運転免許証の自主返納を支援し、高齢

ドライバーによる交通事故の抑止に努めてまいります。 

   依然として減少しない高齢者等を対象とした詐欺被害の防止に向けては、老人クラ

ブ連合会等と協力しながら被害防止に努めてまいります。また、個人自らが行う防犯

対策としての防犯カメラ等設置補助事業を継続するとともに、さらに防犯協会など地

域の防犯団体等と連携を図りながら犯罪防止に努めてまいります。 

   近年増加傾向にある集中豪雨等の自然災害に備え、災害対策資機材の整備や備蓄品

の管理などに当たり、自助、共助の基盤となる自主防災組織の支援並びに新規団体の

設立推進に努めてまいります。 

   なお、消防活動のほか地域防災活動においても重要な役割を果たしている消防団に

対しましては、引き続き環境整備や組織力の強化、連携に努め、安全で安心して暮ら

せる村づくりを目指してまいります。 

   個人番号カード交付事業につきましては、順調に交付事務が進められており、総交
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付件数は約６，６００件に上り、村民の約７５％の方が取得している状況にあります。 

   なお、本年秋に予定されている健康保険証の廃止に伴うマイナ保険証への移行など、

今後さまざまな分野で個人番号カードの活用が期待されることから、引き続き円滑な

事務処理と広報周知に努めてまいります。 

   後期高齢者医療事業につきましては、円滑な事業運営と事務執行に努めるとともに、

関係部署と連携し、高齢者の保健事業と介護予防事業等を一体的に実施し、きめ細や

かな個別支援等により、高齢者の多様な心身の健康問題の解消に引き続き取り組んで

まいります。 

   新たな制度運用が開始され、７年目を迎える国民健康保険事業につきましては、福

島県と村が一体となって順調に運営が図られております。将来的な目標とする保険料

水準の統一化に向けて、今後もワーキンググループや市町村国保広域化連携会議等に

よる検討を重ねてまいりますとともに、引き続き、県と連携、調整を密にし、円滑で

効率的かつ安定的な国保運営の確立に努めてまいります。 

   以上です。 

○議長（押山義則） 健康福祉課長。 

○健康福祉課長（安田春好） 住民福祉部健康福祉課関係の重点事務事業につきまして申

し上げます。 

   子育て支援においては、「第２期大玉村子ども・子育て支援事業計画」に基づき、

子どもの健やかな成長と豊かな人間性を育む保育・幼児教育、さらには子どもたちの

安全を確保する体制を強化するため、「子育て世代包括支援センター」を中心として

妊産期から子育て期にわたる切れ目のない支援、育児不安の軽減や虐待予防に努め、

一人一人の子どもが健やかに成長できる社会の実現を目指してまいります。 

   さらに、改正児童福祉法に基づく子育て支援の新たな拠点としての「子ども家庭セ

ンター」の早期設置に向けて準備を進めてまいります。 

   保育所、放課後児童クラブにつきましては、委託先である社会福祉法人大玉村社会

福祉協議会と連携を図りながら、安定した運営に努めてまいります。 

   障がい者福祉においては、令和４年６月に制定した「大玉村障がいのある人もない

人も共に生きる大玉村づくり条例」を基本として、「第３次障がい者基本計画」、

「第７期大玉村障がい福祉計画」に基づき、障がいのある方が安心して自立した生活

が送れるよう支援体制を構築してまいります。さらに、「第３期大玉村障がい児福祉

計画」に基づき、障がいのある児童の発育・発達・教育を支援するため、各種障がい

児福祉施策を引き続き進めてまいります。また、地域における高齢者福祉、障がい者

福祉、児童福祉等各分野の上位計画となる「地域福祉計画」の策定に向けた事務を進

め、総括的な地域福祉の向上に取り組んでまいります。 

   高齢者福祉においては、現在改定作業を進めている「大玉村第１０期高齢者福祉計

画」・「大玉村第９期介護保険事業計画」に基づき、関係機関と連携を図りながら、

地域包括ケアシステムの深化・推進を進め、地域の課題解決に取り組んでまいります。

また、関係部署と連携し、高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業やフレイル予防
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事業などを各種介護予防事業を推進してまいります。 

   健康長寿の推進につきましては、引き続き村の重点施策と位置づけ、大玉村健康長

寿村民会議を中心として、関係機関が連携し事業を推進してまいります。 

   「健康ポイント事業」につきましては、ポイント対象事業を随時見直しを行いなが

ら健康長寿推進につながるインセンティブ事業として、村民が楽しみながら取り組め

る事業として定着するよう関係機関と連携を図りながら進めてまいります。 

   また、元気づくり会については、住民が各集会所などを拠点に週２回程度軽運動や

筋力トレーニングなどに取り組み、地域の通いの場としての定着を目指し実施してお

ります。引き続き新たな参加者や地区を増やしながら健康長寿推進の主要施策として

取り組んでまいります。 

   保険事業の推進については、「いきいきおおたま健康プラン２１第２次大玉村健康

増進計画」及び「第３次大玉村食育推進計画」、「第１次大玉村自殺対策計画」に基

づき、健康寿命の延伸と健康格差の縮小、さらに食育の推進、誰も追い込まれること

のない社会の実現に向けて、重点事業の健康長寿推進事業と併せ展開してまいります。 

   また、昨年５月に感染症法上５類感染症に移行した新型コロナウイルス感染症にお

いても、いまだ感染者が絶えない状況を注視しながら引き続き必要に応じた感染予防

の啓発に取り組むとともに、総合けんしんや施設検診、人間ドッグ、ＰＥＴがん検診

などの一部助成を引き続き実施し、がんの早期発見と村民の経済的負担の軽減を図っ

てまいります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 産業課長。 

○産業課長（藤田良男） 続きまして、産業建設部産業課関係について申し上げます。 

   農業関係につきましては、原発事故後における県内の農林水産物が全国平均に比し

て安価な取引値で固定化している現状から引き続き県による放射性物質抽出検査への

協力や簡易測定器による農作物の線量測定など、安全・安心な農作物のＰＲと生産体

制を推進し、風評払拭に努めてまいります。 

   水田農業構造改革対策につきましては、令和６年産主食用米の生産目安面積配分が

示され、本村の生産目安面積については７３１ヘクタールと前年と同面積の提示とな

りました。主食用米の需給バランスの安定を図るため、村独自の飼料用米に対する補

助を行うなど、安定的な水田農業の経営について引き続き農家各位の理解と協力を得

ながら、経営所得安定対策とともに推進してまいります。 

   大玉村産米のブランド化につきましては、福島大学食農学類に研究委託を行ってき

た成果を公表するとともに、ブランド化推進委員会で協議を進めてきた基本構想を基

にブランド米の方針策定及び販路開拓等について協議・検討を進め、大玉村産米の全

体的な底上げを図る取り組みとしてまいります。 

   農業振興公社につきましては、本村の農業情勢等を予測・検討しながら、担い手の

育成、家族農業への支援、新規就農者の受入れ体制整備、農地の集約・集積、農作業

の受託等、本村農家から必要とされる事業を的確に捉え、本村の基幹産業である農業
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を村と農業振興公社、関係機関が一体となって推進してまいります。 

   高齢化や農業者の減少により今後、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸

念される中、農地の適正利用とともに次の世代に引き継いでいくため地域での協議の

場を設け、多面的機能支払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払からな

る日本型直接支払制度とも併せて検討し、関係機関と連携・協力しながら後継者・担

い手育成、農地の集約・集積等の明確化に向け令和６年度内に法定化された地域計画

策定に取り組んでまいります。 

   畜産関係につきましては、原発事故による風評被害から成る収入の減少に加え、飼

料価格の高騰の固定化により大変厳しい経営状況となっていることから、各種補助制

度を継続するほか、情勢を注視しながら畜産農業の持続経営の支援に努めてまいりま

す。 

   堆肥センターにつきましては、令和５年度から指定管理制度による運営へ移行し、

村農業振興公社により管理運営がなされております。堆肥の高品質化への取り組みや

生産者部会及び運営協議会での意見を効果的に反映するなどし、運営体制をより発展

的で柔軟性のあるものとし、持続可能な地域農業の推進を図ってまいります。 

   林業関係につきましては、ふくしま森林再生事業及び広葉樹林再生事業による計画

的な森林整備を行い、健全な森林管理と放射性物質の流出対策、広葉樹林の再生に努

めてまいります。また、松くい虫防除事業においては、村民の方からの情報や現地調

査を基に人・家屋・道路等に危害を及ぼす危険度の高い枯損木から伐倒駆除を実施し、

被害拡大の防止とともに住民生活の安全確保に努めてまいります。 

   有害鳥獣対策につきましては、鳥獣被害防止柵補助による農作物被害の防止を図る

とともに、狩猟免許取得補助やＩＣＴ機器を活用したわなの導入等により、イノシシ

を中心とした被害防止対策に努めてまいります。 

   商工業につきましては、商工会を通じ商工業の振興を図るとともに、物価高騰等の

影響により大変厳しい経営状況となっている村内事業所等に対する支援について、引

き続き社会情勢を注視し、商工会や関係機関等と連携、協力し必要な対策を講じてま

いります。 

   また、公設民営の「あだたらの里直売所・お食事処たまちゃん・アットホームおお

たま」につきましても、必要な経営支援を行うとともに、安全・安心な大玉村産農作

物の提供と生産者の所得向上、観光資源としての魅力向上と住民の保養と健康増進の

憩いの場を目指し、お客様の声を反映しながら健全な運営となるようおおたま村づく

り株式会社・直売会等と協力し取り組んでまいります。 

   ふるさと納税につきましては、引き続き寄附者から選ばれる魅力的な返礼品の開発

と寄附者に対する満足度を高める手法について検討、実践し、大玉村への新規支援者

の獲得と既存の支援者の顧客満足度向上の両側面について取り組み、寄附額の向上に

努めてまいります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 建設課長。 
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○建設課長（杉原 仁） 次に、産業建設部建設課関係について申し上げます。 

   道路改良事業につきましては、通学路の安全対策や狭隘区間の解消が求められる主

要路線、さらには村の振興・発展に必要な社会基盤としての重要路線を国の交付金及

び補助金等を活用しながら計画的に整備してまいります。細田・矢沢線については、

細田地内の約１００メーター区間に歩道を設置する道路改良舗装工事を実施いたしま

す。宮下・高久線については、北新田地内の約１１０メーター区間に歩道を設置する

ための測量設計を実施いたします。また、狭隘区間の解消を目指して、新座・仲ノ在

家線（外）については、新座地内から仲ノ在家地内までの約５８０メーター区間の測

量調査設計を実施し、的場・三合内線については、引き続き東三合目地内から三合目

地内までの約２２０メーター区間の測量設計を進めます。（仮称）大玉西部幹線横断

道路については、南北の産業連携軸として西ノ内地内の約１８０メーター区間の道路

改良工事を実施いたします。 

   道路維持事業につきましては、暮らしを支える生活道路の維持修繕に力を入れると

ともに、交通安全対策についても関係機関のご意見を伺いながら推進を図り、安全な

道路環境の形成に努めてまいります。 

   都市計画関連事業につきましては、（仮称）大玉スマートインターチェンジの整備

促進に向けて令和３年度より国・県、ネクスコ東日本、村をメンバーとする会議を行

っており、今年度も引き続き検討を重ね、早期の国による準備段階調査対象箇所への

選定を目指します。また、スマートインターチェンジの整備に当たっては、誘発交通

を生むためのまちづくりの視点が大切であることから、工業団地の整備やあだたらの

里直売所周辺における地域振興施設の計画検討を併せて進めてまいります。さらに、

高速道路バスストップの利活用を図るために、令和４年度より国・県、ネクスコ東日

本、県バス協会、バス事業会社、二本松市、本宮市、村をメンバーとする勉強会を行

っており、今年度は勉強会の継続とともに高速道路バスストップの再整備を推進する

ために大玉バスストップ利用促進協議会の設立を目指します。 

   また、住民が暮らしの豊かさを実感できるコンパクトな都市の形成を目指し、令和

５年度より国道４号沿道ゾーンへの企業誘致の促進を図るための「大玉村都市計画マ

スタープランの一部改定」と住宅及び都市機能施設の適正な立地を図るための「大玉

村立地適正化計画」の策定作業に着手しており、両計画の早期策定・公表を目指しま

す。 

   住宅関連事業につきましては、空き家の利用促進と定住・移住の促進を図るため、

空き家改修等支援事業を継続して実施いたします。また、安全で安心できる住生活環

境を構築するため木造住宅耐震診断者派遣事業、木造住宅耐震改修支援事業、ブロッ

ク塀等撤去改善支援事業、がけ地近接等危険住宅移転事業を引き続き進めてまいりま

す。 

   公営住宅及び特定公共賃貸住宅につきましては、村の公営住宅等長寿命化計画に基

づき適切な点検、修繕などを行い適正な維持管理に努めてまいります。 

   農業農村整備事業につきましては、ため池の防災・減災に向けて荒池の堤体改修を
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県営土地改良事業として取り組んでおり、令和４年度からスタートした改修工事の完

了を目指します。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 次に、産業建設部環境保全課関係については、環境保全課長が欠席

のため、産業建設部長に説明を求めます。 

   産業建設部長。 

○産業建設部長（菅野昭裕） 産業建設部環境保全課関係について申し上げます。 

   除染事業につきましては、敷地内立入り不同意等により継続保管となっている現場

保管土壌について、引き続き地権者との協議を継続し、国・県とも情報共有を図りな

がら適切な対応を進めてまいります。また、荒池の放射性物質対策ため池詳細調査を

実施し、現状を把握した上でため池管理者等と協議を図り対策を適切に進めてまいり

ます。 

   再生可能エネルギーの導入促進につきましては、住宅用太陽光発電設備設置補助及

び住宅用蓄電池設置補助を継続し、再生可能エネルギーの利用推進に努めてまいりま

す。 

   大規模太陽光発電施設に対しては、大玉村太陽光発電設備と自然環境保全との調和

に関する条例の趣旨にのっとり、本村の豊かな自然環境及び美しい景観並びに村民の

安全・安心な生活環境との調和が図れるよう引き続き指導・助言に努めてまいります。 

   土地区画形質の変更や工作物・建築物・屋外広告物の設置等景観に影響を及ぼすお

それのある行為に対しては、大玉村ふるさと景観保護条例に基づき事業者にその趣旨

や必要性を理解いただくように努め、景観の保護について協力を求めてまいります。 

   生活環境対策につきましては、河川水質検査を継続実施して環境対策に取り組んで

まいります。大規模畜産農場に対する衛生面等の環境改善については、事業者と地元

住民の方々との対話と関係機関との連携、情報共有による指導、助言を通じて改善を

図ってまいります。 

   循環型社会形成とごみの減量化対策として、適正な分別による資源化の推進と生ご

み処理機等購入費補助を継続実施し、可燃ごみ排出低減に向け住民の方々への周知に

努めてまいります。合併処理浄化槽設置補助事業につきましても、前年同様に継続し

て実施してまいります。 

   ２０５０年までに二酸化炭素排出を実質ゼロにすることを目指すカーボンニュート

ラルに向け、イベント等の機会に村民の方々等への情報発信を安達地方広域行政組合

と協力して実施するとともに、各地区のふれあいセミナーやサロン等の講座などにも

積極的に参加して説明を行い、機運の醸成を進めてまいります。 

   農業集落排水事業につきましては、接続加入の推進を図るとともに大山第１・玉井

第２・玉井第３浄化センターの３施設について適正な管理を行い安定した事業運営に

努めてまいります。また、農業集落排水事業の地方公営企業法適用に当たり、円滑な

移行に努めてまいります。 

   水道事業につきましては、安心・安全でおいしい水を安定的に供給するため、施設
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等の適正な管理運営を継続してまいります。施設整備につきましては、天王下・小泉

線配水管布設替工事を実施するほか、生活基盤施設耐震化等交付金を活用した重要給

水施設配水管事業第２０回工事を実施し、耐震化を図りさらなる安定供給につなげて

まいります。また、水道の新たな水源につきましては、地元住民の方々との情報共

有・協議を行いながら新水源電気探査調査を進めてまいります。 

   以上でございます。 

○議長（押山義則） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（神野藤浩和） 次に、農業委員会関係について申し上げます。 

   農業委員会法等関係法令に基づき、農業委員・農地利用最適化推進委員の体制によ

り、適切な農地転用許可の指導や助言などのほか、農地利用の集積、担い手の確保や

新規就農相談業務に取り組むとともに、農地パトロール等の農地利用状況調査を基に

した遊休農地解消対策等の農業・農地に関する幅広い活動を進めてまいります。 

   また、将来にわたり持続可能な農業経営の実現を図っていくため、担い手の確保や

農地の集約化などの集落や行政区での話合いを通じた地域計画としての人・農地プラ

ンの実質化や新規就農希望者への支援などについて、農政担当部局や大玉村農業振興

公社をはじめとした関係機関と連携して取り組んでまいります。 

   以上です。 

○議長（押山義則） 教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本哲夫） 次に、教育部教育総務課関係について申し上げます。 

   「大玉村教育大綱・大玉村教育ビジョン」に基づき、「おおたま学園」幼・小・中

一貫的教育による縦のつながりと「コミュニティ・スクール」による学校・家庭・地

域の横のつながりを基盤に、地域学校協働活動との一体的な取り組みを強化しながら

大玉の教育を引き続き推進してまいります。 

   「おおたま学園」につきましては、各校・園の独自性を生かしつつ、子どもたちを

中心に据え、幼・小・中のつながりを重視して編成した教育課程により、子どもたち

や教職員の積極的な交流、校種を超えた学び合いを大切にしていく幼・小・中一貫的

教育の充実を図り、未来を担う子どもたちが知・徳・体のバランスの取れた資質・能

力を育む教育を推進してまいります。 

   特に、幼稚園教育につきましては、生き抜く力の基礎となる資質・能力の育成に向

け、非認知能力を伸ばす教育を推進するため、幼児の主体的な活動を促す教育活動や

幼小交流をさらに充実し、一人一人の育ちを大切にした教育を推進してまいります。 

   個を伸ばし、確かな学力を育む教育活動の充実を図るため、おおたま学園オープン

スクールの開催をはじめとした研修機会の確保により、授業の質的改善や指導力の向

上により一層努めてまいります。また、タブレット端末等のＩＣＴ機器を積極的に活

用した授業の実践による児童生徒の情報活用能力の育成とデジタル・シティズンシッ

プ教育の充実を図るため、ＩＣＴ支援員の配置による学習支援や効果的な研修の実施

などにより、教員の指導力向上に努めてまいります。 

   「コミュニティ・スクール推進事業」につきましては、地域と共に歩む学校づくり
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を一層推進するため、地域学校協働本部との連携を密にしながら、子どもたちの豊か

で確かな学びを支える環境づくりに努めてまいります。特に、保護者・地域住民の協

働・参画を促すための情報発信及び活動内容の充実を図ります。さらに、コミュニテ

ィ・スクール委員による学校関係者評価を引き続き実施し、評価を生かした学校運営

の充実・改善に努めてまいります。 

   安心して学べる教育環境づくりのために、小中学校へ非常勤講師及びスクール・サ

ポート・スタッフ、スクールソーシャルワーカー、ＩＣＴ支援員、特別支援教育支援

員や部活動指導員を配置し、充実したサポートを継続しながら教員の子どもと向き合

う時間の確保を図るとともに、校務や行事の見直し・改善などにより教職員の働き方

改革を推進してまいります。また、子育て支援策の一環として、小中学校の保護者の

負担軽減を図るため、学校給食費の補助を継続実施してまいります。 

   さらに、幼稚園年少児（３歳児）に係るスクールバス利用について、実施に向けて

の体制整備を進めてまいります。 

   以上です。 

○議長（押山義則） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（渡辺雅彦） 最後に、教育部生涯学習課関係を申し上げます。 

   令和４年２月に策定いたしました「大玉村教育大綱・大玉村教育ビジョン」に基づ

き、引き続き「地域ぐるみの学びのむらづくり」、「地域ぐるみのスポーツのむらづ

くり」、「ふるさと文化の振興」について推進してまいります。 

   「地域ぐるみの学びのむらづくり」におきましては、地域住民や各種団体からの幅

広い参画を得ながら「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働活動」の一体的な

取り組みを強化し、地域と学校のより一層の連携・強化を推進してまいります。 

   さらに、「家庭教育支援事業」につきましては、家庭教育支援チームを軸として、

親子参加型の事業の推進やお休みスペースを中心とした保護者が気軽に相談できる場

の提供、子育て支援の広報紙となる「たまちゃんネル」の発行などを通し、教育支援

に取り組んでまいります。また、家庭教育を充実させるため、県が進めております家

庭教育応援企業への村内企業の参画についても引き続き推進し、家庭や地域だけでな

く企業の家庭教育への理解を求めていきます。 

   「生涯学習推進事業」につきましては、村民のニーズに応じた生きがいづくりのた

めの学びの場を提供するとともに、村民自らが計画し、実施していく方法等について

も取り組みを進めてまいります。 

   「地域ぐるみのスポーツのむらづくり」におきましては、スポーツ推進委員会、ス

ポーツ協会、おおたまスポーツクラブ等の活動を核として、村民がスポーツに親しむ

機会づくりを提供するとともに、誰もが生涯にわたってスポーツに親しめるよう、ス

ポーツを通した地域コミュニティの活性化を図り、「健康長寿の村づくり」を推進し

ていきます。 

   また、中学校部活動の地域移行につきましては、他市町村の動向等も踏まえ、中学

校やスポーツクラブ、スポーツ協会、スポーツ少年団などの関係団体や関係機関と連
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携・協力し、地域移行への取り組みを進めてまいります。 

   「ふるさと文化の振興」につきましては、ふるさとホールを中心とした「おおたま

学」も活用しながら、貴重な歴史文化の資料展示や郷土意識の醸成を図り、学習会の

開催などにも取り組んでまいります。さらに、「おおたま遺産」の発掘調査を強化し、

未指定の文化財の指定・登録を推進してまいります。また、村内の貴重な民俗芸能・

風俗慣習、伝統技術等の継承活動を支援していくとともに、文化のつどいや文化祭の

開催により幅広い年齢層の村民が文化・芸術に触れる機会を提供してまいります。 

   ふるさとホール運営事業につきましても、引き続き村民の教養の向上と文化の振興

を図るため、村の歴史や文化に係る企画展を開催するとともに、「野内与吉コーナー」

の周知にも努めてまいります。 

   以上、令和６年度村政執行基本方針となります。 

○議長（押山義則） ここで、休憩のため暫時休議いたします。 

   再開は午前１１時１５分といたします。 

（午前１１時０１分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 再開いたします。 

（午前１１時１５分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 引き続き、提案理由の説明を求めます。村長。 

○村長（押山利一） 本定例会における提出議案は、専決処分２件、条例改正案１６件、

補正予算案３件、当初予算案８件、人事案件２件、その他３件、合わせて３４件であ

ります。 

   それでは、議案第１号、令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求

めることについて（１２月専決）申し上げます。 

   今回の補正は、物価高騰・燃料高騰対策等経費について、速やかに所要の措置を講

じるため、令和５年１２月２２日付をもって専決処分による補正予算の編成をしたも

のであります。 

   それでは、予算書によりご説明申し上げます。 

   １ページをお開きください。 

   補正予算第５号は、既定予算の総額に歳入歳出それぞれ４，４０２万２，０００円

を追加し、予算の総額を５２億７，１１９万１，０００円とするものであります。 

   それでは、補正予算の主な内容について、歳出からご説明を申し上げます。 

   ８ページをお開き願います。 

   款２総務費の物価高騰対策費の燃料高騰対応中小企業等応援金に要する経費は、燃

料や光熱費等の価格高騰により影響を受ける中小企業等を対象に、応援金を給付する

ための経費として８４０万円の補正計上であります。 

   款３民生費の社会福祉総務費の事項⑨電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付

金に要する経費は、物価高騰の影響を受ける低所得世帯等を対象に給付金を給付する
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ための経費として３，５９１万８，０００円の補正計上であります。 

   款１４予備費は、財源を調整し、２９万６，０００円の減額計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ６ページをお開き願います。 

   款１５国庫支出金の総務費国庫補助金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金３，４０２万２，０００円の補正計上であります。 

   款１９繰入金は、財政調整基金取崩しで１，０００万円の補正計上であります。 

   以上、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づく専決処分をしたので、同条第

３項の規定により報告をし、承認を求めるものであります。 

   次に、議案第２号、令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求める

ことについて（１月専決）。 

   今回の補正は、物価高騰・燃料高騰対策等経費について、速やかに所要の措置を講

じるため、令和６年１月１５日付をもって専決処分による補正予算の編成をしたもの

であります。 

   それでは、予算書によりご説明申し上げます。 

   １ページをお開き願います。 

   補正予算第６号は、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ４，２８６万円を追加し、

予算の総額を５３億１，４０５万１，０００円とするものであります。 

   それでは、補正予算の主な内容について、歳出からご説明申し上げます。 

   ８ページをお開き願います。 

   款２総務費の物価高騰対策費の事項②プレミアム付商品券発行事業に要する経費は、

物価高騰により影響を受ける消費者及び地域経済の活性化に資するため、村内商工業

者等において使用可能なプレミアム付商品券を発行するための経費として６７６万円

の補正計上であります。 

   事項③施設園芸燃油価格高騰対策に要する経費は、ハウス等の加温施設にて営農活

動を行う農業者を対象に、燃油購入経費の一部を支援するための経費として８０万円

の補正計上であります。 

   事項④果樹資材価格高騰対策に要する経費は、果樹農家を対象とした生産販売資材

購入費の一部を支援するための経費として２５万円の補正計上であります。 

   事項⑤畜産飼料高騰対策に要する経費は、飼料等価格の高騰により影響を受ける畜

産農家を支援するための経費として８３７万円の補正計上であります。 

   下段から１０ページにかけて款３民生費の社会福祉総務費の事項⑪物価高騰対応重

点支援給付金に要する経費は、物価高騰の影響を受ける低所得世帯等を対象に給付金

を給付するための経費として２，８４４万円の補正計上であります。 

   款１４予備費は、財源を調整し、１７６万円の減額計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ６ページをお開き願います。 

   款１５国庫支出金の総務費国庫補助金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付
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金４，２８６万円の補正計上であります。 

   以上、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づく専決処分をしたので、同条第

３項の規定により報告をし、承認を求めるものであります。 

   次に、議案第３号、大玉村監査委員条例の一部を改正する条例について申し上げま

す。 

   本案につきましては、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）

の施行に伴い、条例の一部を改正するものであります。 

   第１条では適用条文の整理を行い、第２条については引用する条項の条ずれを改め

るものであります。 

   次に、議案第４号、大玉村議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、令和５年１１月に特別職報酬等審議会を開催し、近隣市町村

や類似団体との均衡を図るために議員報酬の引上げが妥当との答申を踏まえ、所要の

改正を行うものであります。 

   改正の内容につきましては、別表に記載の議員報酬を月額１万円引き上げるもので

あります。 

   次に、議案第５号、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましても、議案第４号同様、特別職報酬等審議会の答申を踏まえ、所要

の改正を行うものであります。 

   改正の内容につきましては、別表に記載の監査委員、選挙管理委員会及び教育委員

会委員の報酬年額をそれぞれ引き上げるものであります。 

   次に、議案第６号、大玉村会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）

が令和６年４月１日から施行されることに伴い、会計年度任用職員に対する勤勉手当

の支給が可能となることから、所要の改正を行うものであります。 

   改正の内容についてご説明いたします。 

   第２条につきましては、給与の定義に勤勉手当を加えるものであります。第１１条

の２では、フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当について、第１８条の２ではパー

トタイム会計年度任用職員の勤勉手当について、それぞれ職員の給与に関する条例中、

勤勉手当関係の条文を準用する規定を定めるものであります。 

   次に、議案第７号、税外収入の督促及び延滞金徴収条例の一部を改正する条例につ

いて申し上げます。 

   本案につきましては、地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の

公布に伴い所要の改正を行うものであります。 

   附則第２項は、租税特別措置法の特例規定の改正に伴う文言の整理を行うものであ

ります。 
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   議案第８号、大玉村新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金条例の一部を改正

する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、基金を活用した利子補給事業を実施するに当たり、新型コロ

ナウイルス感染症の影響が長期化したことに伴い、附則第２項の有効期限を１年間延

長するものであります。 

   次に、議案第９号、大玉村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準の一部を改正する内閣府令（令和５年内閣

府令第８６号）の施行に伴い、本条例の一部を改正するものであります。 

   第５条第２項では、既定の前項に定める運営規定等の重要事項を記した書面等のほ

か、本条例に規定するその他の書面等についても、インターネットを利用して交付ま

たは提出できることとするものであります。 

   同条同項第２号につきましては、新たな情報通信技術の導入・活用に円滑に対応す

る観点から、特定の記録媒体以外の幅広い媒体の使用を可能とする文言の改正であり

ます。 

   第２３条は、施設の重要事項の書面掲示に加え、インターネットを利用して公衆の

閲覧に供することを義務づける規定に改正するものであります。 

   続いて、議案第１０号、大玉村介護保険条例の一部を改正する条例について申し上

げます。 

   本案につきましては、介護保険法施行令の一部改正及び令和６年度から令和８年度

までの第９期介護保険事業計画に基づき、本条例の一部改正を行うものであります。 

   第２条第１項につきましては、介護保険法施行令の一部改正に伴い、第１号被保険

者の介護保険料算定に用いる標準段階について、現行の９区分から１３区分に細分化

されたことに伴う改正と、大玉村介護保険事業計画の変更に伴う計画期間及び各階層

の保険料について、それぞれ改正するものであります。 

   第２条第２項から第４項までの改正につきましては、低所得者軽減強化のために現

在実施している第１号被保険者への軽減措置を令和８年度まで引き続き延長するもの

であります。 

   第４条第３項については、賦課期日後において、第１号被保険者の資格取得があっ

た際の標準段階を追加するものであります。 

   次に、議案第１１号、大玉村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１６号）に基づき、本条例の一

部を改正するものであります。 

   主な改正について申し上げます。 
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   介護保険法の改正により、指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者とし

ての指定を受けることができることとされたことに伴い、第４条第２項に当該指定を

受けた事業所への介護支援専門員の設置を義務づける規定を追加するとともに、第

５条では、当該指定を受けた事業所に置く管理者の選任並びに職務の例外規定を定め

るものであります。 

   第６条第２項では文言の整理を行い、同条第３項では、当該指定を受けた事業所の

担当職員について新たに加えるものであります。 

   第１２条第２項では、当該指定を受けた事業者が、利用者の希望により通常の事業

実施地域以外の地域の居宅訪問に対する交通費の受領について定め、同条第３項では、

あらかじめ利用者またはその家族に当該サービスの内容並びに費用について説明を行

うとともに、利用者の同意を得ることを義務づけるものであります。 

   第２５条第３項では、指定介護予防支援事業所の運用規定の概要等の重要事項につ

いて、書面掲示に加え、原則的にウェブサイトヘ掲載することを義務づけるものであ

ります。なお、当該ウェブサイトヘの掲載については、附則により１年の経過措置を

設けるものであります。 

   第２７条及び第３３条については、各適用条項の条ずれを改正するとともに、指定

介護予防支援事業者が記録整備すべき事項に、利用者の身体的拘束並びにその他利用

者の行動を制限する行為について追加するものであります。 

   第３５条では、指定介護予防支援事業の実施に当たり、身体的拘束等の適正化や介

護支援専門員による利用者の面接方法等について、新たに規定に追加するものであり

ます。 

   次に、議案第１２号、大玉村指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１６号）に基づき、本条例の一

部を改正するものであります。 

   主な改正について申し上げます。 

   第５条では、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤のケアマネジャーを置くことが必

要となる員数の基準について、第６条では、同一敷地内にある事業所を削除し、管理

者が兼務できる事業所の範囲を見直すものであります。 

   第７条では、提供するサービスの内容等について利用者またはその家族への説明及

び同意を得ることについて、努力義務とする規定に改めるものであります。 

   第１６条では、指定居宅介護支援事業の実施に当たり、身体的拘束等の適正化や介

護支援専門員による利用者との面接方法等について新たに追加するものであります。 

   第２７条では、指定居宅介護支援事業所の運用規定の概要等の重要事項について、

書面掲示に加え、原則的にウェブサイトヘ掲載することを義務づけるものであります。 

   なお、当該ウェブサイトヘの掲載については、附則により１年の経過措置を設ける

ものであります。 
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   第３５条では、指定居宅介護支援事業者が記録整備すべき事項に、利用者の身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録を追加するものであります。 

   次に、議案第１３号、大玉村指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正に伴い、

第４条及び第６条に規定する各適用条項の条ずれを改正するものであります。 

   次に、議案第１４号、大玉村道路占用料徴収条例の一部を改正する条例について申

し上げます。 

   本案につきましては、道路法施行令及び福島県道路占用料徴収条例が改正されたこ

とから、村が徴収する道路占用料を福島県道路占用料徴収条例に準拠した額に改定す

るため、本条例の一部を改正するものであります。 

   次に、議案第１５号、大玉村特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例について

申し上げます。 

   本案につきましては、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平成

５年建設省令第１６号）の改正に伴い、特定公共賃貸住宅の入居者の資格に、里親制

度における里子等と同居する者を追加するため、本条例の一部を改正するものであり

ます。 

   第２条第２号につきましては、省令改正による号ずれの改正を、第３号では、同居

親族等の用語を定義し、第６条以降は文言を整理するものであります。 

   次に、議案第１６号、大玉村村営住宅管理条例の一部を改正する条例について申し

上げます。 

   本案につきましては、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（平成１３年法律第３１号）の改正に伴い、本条例の一部を改正するものであります。 

   第５条第２項につきましては、法改正の趣旨に基づき、村営住宅の入居者資格につ

いて、生活の本拠を共にする交際相手から暴力を受けた者など、対象者の拡充等を図

るものであります。 

   次に、議案第１７号、大玉村水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

について申し上げます。 

   本案につきましては、地方自治法の一部改正による条ずれを改正するものでありま

す。 

   次に、議案第１８号、大玉村水道事業給水条例の一部を改正する条例について申し

上げます。 

   本案につきましては、水道事業等に係る所管省庁が厚生労働省から国土交通省に移

管されるため、条例の一部を改正するものであり、引用する「厚生労働省令」を「国

土交通省令」に改めるものであります。 

   次に、議案第１９号、大玉村総合福祉センターさくらにおける指定管理者の指定に
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ついて、大玉村総合福祉センターさくらの指定管理者の指定について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める

ものであります。 

   指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称は、大玉村総合福祉センターさくらで

あり、指定管理者となる団体の名称は、社会福祉法人大玉村社会福祉協議会とし、指

定の期間を令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までとするものであります。 

   次に、議案第２０号、大玉村産業振興センター及び大玉村ふれあい広場における指

定管理者の指定について申し上げます。 

   大玉村産業振興センター及び大玉村ふれあい広場の指定管理者の指定について、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決

を求めるものであります。 

   指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称は、大玉村産業振興センター及び大玉

村ふれあい広場であり、指定管理者となる団体の名称は、おおたま村づくり株式会社

とし、指定の期間を令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までとするものであ

ります。 

   次に、議案第２１号から議案第２３号、令和５年度各会計補正予算並びに議案第

２４号から議案第３１号、令和６年度各会計予算について、概要のみご説明申し上げ、

詳細につきましては総務部長に説明をさせます。 

   それでは、議案第２１号、補正予算書１ページをお開き願います。 

   第１条では、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ４８３万５，０００円を追加し、

予算の総額を５３億１，８８８万６，０００円とするものであります。 

   第２条では、４ページに記載のとおり、地方債の補正について定めたものでありま

す。 

   第３条では、５ページに記載のとおり、年度末までに竣工の見込みがない１２事業

について、繰越明許の手続を取るものであります。 

   次に、議案第２２号、５３ページをお開きください。 

   令和５年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について申し上げます。 

   第１条では、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ５，０５２万１，０００円を追

加し、予算の総額を９億４，４８６万６，０００円とするものであります。 

   次に、議案第２３号、６３ページをお開きください。 

   令和５年度大玉村後期高齢者医療特別会計補正予算について申し上げます。 

   第１条では、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ３４８万５，０００円を追加し、

予算の総額を８，５５３万３，０００円とするものであります。 

   次に、議案第２４号、一般会計の予算書、当初予算の予算書のほうをお開きくださ

い。 

   令和６年度大玉村一般会計予算について申し上げます。 

   第１条に定める予算総額は、前年度に比べ２．７％の減となる４３億２，５６２万

５，０００円となったところであります。 



 

- 24 - 

 

   第２条地方債は、６ページに記載のとおり、地方道路等整備事業などに充当するた

め、地方債の目的、限度額、方法、利率等について定めるものであります。 

   ８ページをお開き願います。 

   歳入歳出予算の事項別明細書であります。歳入について、款ごとに前年度との比較

になっております。 

   １０ページは、歳出について前年度との比較、予算額の財源内訳となっております。 

   次に、議案第２５号、２１９ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村国民健康保険特別会計予算について申し上げます。 

   第１条に定める予算の総額は、対前年度比６．９％減の８億１４１万円となったと

ころであります。 

   次に、議案第２６号、予算書２６３ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村玉井財産区特別会計予算について申し上げます。 

   第１条に定める予算総額は、対前年度比４０．９％減となる４３３万６，０００円

となったところであります。 

   次に、議案第２７号、予算書２７７ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村土地取得特別会計予算について申し上げます。 

   この会計は、土地開発基金による公共用地の先行取得と、基金運用益の管理等を行

うものであり、本年度予算の総額を１，７８８万４，０００円と定めるものでありま

す。 

   次に、議案第２８号、２８９ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村介護保険特別会計予算について申し上げます。 

   第１条に定める予算総額は、対前年度比６．５％増の８億３，４６８万

４，０００円となったところであります。 

   次に、議案第２９号、予算書３４５ページをお開き願います。 

   令和６年度大玉村後期高齢者医療特別会計予算について申し上げます。 

   第１条に定める予算の総額は、対前年度比７．９％増の８，５４８万２，０００円

となったところであります。 

   次に、議案第３０号、３６３ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村水道事業会計予算について申し上げます。 

   第２条は業務の予定量であります。給水戸数は、対前年度比３４戸増の

３，０５３戸、年間総給水量は、対前年度比０．１％増の８６万３，９７６立米、

１日平均給水量は２，３６７立米とし、主な建設改良事業は、水道本管布設替工事な

ど９，６２０万円と定め、事業を執行するものであります。 

   第３条は、収益的収入の予定額を対前年度比２．５％増の１億８，２３１万

４，０００円、収益的支出の予定額を対前年度比９．６％増の１億６，８５４万円と

定めるものであります。 

   収入は、主に営業に対する対価の料金収入で、営業収益は対前年度比３．３％増の

１億５，６２３万８，０００円となり、加入金等の営業外収益は、対前年度比
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２．１％減の２，６０７万６，０００円であります。 

   これに対する支出は、各施設等の維持管理に要する経常経費及び人件費等に要する

経費で、営業費用は対前年度比１３．０％増の１億５，７３９万２，０００円となり、

企業債支払利息等に要する営業外費用は１，０１４万７，０００円、特別損失は存目

計上、予備費は１００万円であります。 

   第４条は、資本的収入及び支出の予定額を定めるものであります。 

   収入の総額は８，８９５万２，０００円であり、内訳として、国庫支出金２８５万

円、企業債８，６１０万円、工事負担金及び他会計繰入金については存目計上であり

ます。 

   ３６４ページをお開きください。 

   これに対する支出の総額は１億７，１８７万５，０００円であり、内訳として、国

庫補助金を活用した重要給水施設配水管事業第２０回工事及び天王下・小泉線（外）

配水管布設替工事などの建設費９，７４５万２，０００円と企業債償還金

６，９９７万３，０００円、予備費として４４５万円の計上であります。 

   この資本的収入額が支出額に対して不足する額８，２９２万３，０００円は、前の

ページをご覧いただきたいと思いますが、第４条本文中の括弧書きで記載しておりま

す内部留保資金等を充当し、補塡するものであります。 

   また、次ページをお開き願います。第５条は企業債で、起債の目的・借入限度額な

どを定めるものであります。 

   第６条は一時借入金について、第７条は経費流用について、第８条は棚卸資産につ

いて定めるものであります。 

   次に、議案第３１号、３８９ページをお開きください。 

   令和６年度大玉村農業集落排水事業特別会計予算について申し上げます。 

   第２条は業務の予定量であります。接続戸数は８６６戸、年間総排水量２７万

３，６８５立米、１日平均排水量は７５０立米とし、主な建設改良事業は、大山第

１浄化センター上澄水排出装置整備工事など２，１５０万１，０００円と定め、事業

を執行するものであります。 

   第３条は、収益的収入の予定額を１億５，６７５万円、収益的支出の予定額を１億

２，７５１万円と定めるものであります。 

   収入は、処理施設使用料等の営業収益で６，５８５万５，０００円、一般会計から

の繰入れとなる他会計繰入金等の営業外収益で９，０８９万５，０００円であります。 

   これに対する支出は、各施設等の維持管理に要する経常経費及び人件費等に要する

経費等の営業費用は１億１，７１８万６，０００円、企業債支払利息等に要する営業

外費用は９８２万３，０００円、特別損失は存目計上、予備費は５０万円であります。 

   第４条は、資本的収入及び支出の予定額を定めるものであります。 

   収入の総額は２，１５０万４，０００円であり、内訳として、第１項国庫支出から

第４項他会計借入金までは存目計上、企業債２，１５０万円であります。 

   ３９０ページをお開きください。 
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   これに対する支出の総額は７，６４５万６，０００円であり、内訳として、大山第

１浄化センター上澄水排出装置整備工事などの建設改良費２，１５０万１，０００円

と、企業債償還金５，４９５万３，０００円、他会計借入金償還金と予備費は存目計

上であります。 

   この資本的収入額が支出額に対して不足する額５，４９５万２，０００円は、前の

ページに記載があります第４条、本文中に括弧書きで記載しております内部留保資金

等を充当し、補塡するものであります。 

   次のページをお開き願います。 

   第４条の２は特例的収入及び支出について、第５条は、企業債について起債の目

的・借入限度額などを定めるものであります。 

   第６条は一時借入金について、第７条は経費流用について、第８条は他会計からの

繰入れについて、第９条は棚卸資産について定めるものであります。 

   それでは、議案書のほうにお戻りください。 

   議案第３２号、区長等の委嘱について申し上げます。 

   現職の区長及び区長代理は、令和６年３月３１日までの任期で委嘱しており、本村

の行政事務の円滑な運営にご尽力をいただいております。 

   令和６年３月３１日の任期満了に伴い新たに区長及び区長代理を委嘱するに当たり、

大玉村区長等設置条例第２条第３項の規定により、議会の同意を求めるものでありま

す。 

   次に、議案第３３号、人権擁護委員候補者の推薦について申し上げます。 

   人権擁護委員法第１条に定める基本的人権の擁護、自由人権思想の普及高揚を図る

ため、田邊幸枝氏の新任について、同法第６条第３項の規定により議会の意見を求め、

法務大臣へ推薦するものであります。 

   田邊幸枝氏につきましては、その人格、識見ともに優れており、人権擁護委員とし

て適任と認められるものであります。 

   なお、人権擁護委員の任期は同法第９条により３年となっております。また、本村

において、他に渡辺光太郎氏が同委員となっております。 

   次に、議案第３４号、村道路線の認定について申し上げます。 

   北ノ内７号線については、住宅団地の開発道路を村に帰属するため、道路法第８条

第２項の規定に基づき路線を認定するものであります。 

   以上のとおり、提案理由の説明を申し上げました。何卒よろしくご審議賜りますよ

うお願い申し上げます。 

○議長（押山義則） ここで、昼食のため暫時休議いたします。 

   再開は午後１時３０分といたします。 

（午前１１時４８分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 再開いたします。 

（午後１時３０分） 
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◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 業務の都合により、税務課長、菊地健君より欠席する旨の届出があ

りましたので、ご報告申し上げます。 

   引き続き、提案理由の説明を求めます。総務部長。 

○総務部長兼総務課長（押山正弘） 命により、議案第２１号から議案第２３号、令和

５年度各会計補正予算並びに議案第２４号から議案第３１号、令和６年度各会計予算

についてご説明を申し上げます。 

   初めに、補正予算の説明となりますので、つづりの中にございます、こちらの補正

予算書をご覧いただきたいと思います。 

   それでは、議案第２１号、令和５年度大玉村一般会計補正予算についてご説明申し

上げます。 

   歳出よりご説明申し上げます。 

   補正予算書の２２ページをお開き願います。 

   款１議会費の議会の管理、運営に要する経費は、６万２，０００円の減額計上であ

ります。 

   款２総務費は、各事務事業経費の精査に基づき総額３００万１，０００円の補正計

上であります。 

   以下、主な事務事業等について申し上げます。 

   ２４ページをお開き願います。 

   中段の基金費は、減債基金積立金１，２７６万９，０００円、災害対策基金積立金

１，０００万円など、合わせて２，０８０万９，０００円の補正計上であります。 

   ２６ページをお開き願います。 

   国内外交流費の事項②台湾交流事業に要する経費は、対象となる中学２年生の派遣

事業の完了により３６５万円の減額計上であります。 

   中段の新型コロナウイルス感染症対策費の事項⑧小中学生給食費助成に要する経費

は、所要見込みの精査に基づき同補助金を３００万８，０００円減額し、同額を事項

①と事項⑥の経費に充当替えとなる財源調整を行っております。 

   ２８ページをお開き願います。 

   戸籍住民基本台帳費の戸籍、住民基本台帳事務に要する経費は、戸籍法並びに住民

基本台帳法の一部改正に対応したシステム改修業務委託料１，０５９万３，０００円

を補正計上し、次年度に繰り越すものであります。 

   下段の福島県議会議員一般選挙費は、事務の完了に伴い４２１万３，０００円の減

額計上であります。 

   ３０ページをお開き願います。 

   款３民生費は、各事務事業経費の精査に基づき、総額２８５万９，０００円の減額

計上であります。 

   主な事業として、事項⑥国保特別会計に要する経費は、負担すべき額の確定に伴う

国民健康保険特別会計繰出金５８６万５，０００円の補正計上であります。 
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   事項⑩物価高騰緊急福祉支援事業に要する経費は、給付実績に基づき１０３万円の

減額計上であります。 

   ３２ページをお開き願います。 

   下段の児童福祉総務費の事項③少子化対策に要する経費は、２９歳以下１世帯分の

追加により、結婚新生活支援補助金６０万円の補正計上であります。 

   ３４ページをお開き願います。 

   款４衛生費は、総額１，６２０万５，０００円の減額計上であり、いずれも事務事

業の確定や所要見込みの精査等による計上であります。 

   ３６ページをお開き願います。 

   款６農林水産業費は、総額３万円の減額計上であります。 

   ３８ページをお開き願います。 

   主な事業として、中段の畜産業費の事項②堆肥センターの運営に要する経費は、指

定管理業務委託料２５１万７，０００円、農地費の事項①農業農村整備に要する経費

は、県営農村地域防災減災事業（荒池地区）負担金２２０万円と、いずれも補正計上

であります。 

   下段の林業振興費の事項①林業の振興に要する経費は、森林環境譲与税基金積立金

６４万８，０００円を含め、合わせて１１９万１，０００円の補正計上であります。 

   ４０ページをお開き願います。 

   款７商工費は、総額６８３万３，０００円の補正計上であります。 

   主な事業として、商工振興費の商工業の振興に要する経費は、さくらカード割増付

加ポイント事業費の精査に基づき、村商業振興協同組合運営費補助金１５０万円の補

正計上であります。 

   観光費の事項③アットホームおおたま管理に要する経費は、利用客数の減少及び電

気、ガス、その他原材料費等の高騰に対応したアットホーム指定管理業務委託料

４００万円と、今後も切れ目のない伴走型の支援をコンサルに委託するための業務委

託料１６５万円を含め、合わせて５８４万８，０００円の補正計上であります。 

   下段の款８土木費は、総額１，２８５万２，０００円の減額計上であり、いずれも

事務事業の確定や所要見込みの精査等による計上であります。 

   ４４ページをお開き願います。 

   款９消防費は６８万２，０００円の減額計上であります。 

   中段の款１０教育費は、総額７５０万円の補正計上であり、各項いずれも事務事業

の確定や所要見込みの精査等による計上であります。 

   ５０ページをお開き願います。 

   中段の款１１災害復旧費は、事業の確定に伴う大作田１号線地すべり対策安定評価

業務委託料３７万２，０００円の減額計上であります。 

   下段の款１４予備費は、財源を調整し２，０５６万３，０００円の補正計上であり

ます。 

   続きまして、歳入についてご説明を申し上げます。 
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   １０ページをお開き願います。 

   款１村税は、収納見込額の増加等により、個人村民税で３，２８６万８，０００円、

法人村民税で２３２万８，０００円、固定資産税で２，３０８万５，０００円の補正

計上であります。 

   軽自動車税は環境性能割と種別割で１万９，０００円の減額、たばこ税は

１，１７０万円、入湯税は１４２万円７，０００円の補正計上であります。 

   １２ページをお開き願います。 

   款２地方譲与税の地方揮発油譲与税は２４４万３，０００円の減額、森林環境譲与

税は６４万８，０００円の補正計上であります。 

   款３利子割交付金は５万７，０００円、款４配当割交付金も９８万８，０００円の

減額計上であります。 

   款６法人事業税交付金は、３５８万２，０００円の補正計上であります。 

   款１１地方交付税は、追加交付となる普通交付税交付金で３，８２１万円

２，０００円の補正計上であります。 

   款１３分担金及び負担金の民生費負担金は、１万４，０００円の補正計上でありま

す。 

   款１４使用料及び手数料は、５万円の減額計上であります。 

   １４ページをお開き願います。 

   款１５国庫支出金は、各事業に対する収入見込みの精査により、総額３１４万

９，０００円の減額計上であります。 

   １６ページをお開き願います。 

   上段から１８ページ上段にかけての県支出金も、各事業に対する収入見込みの精査

により、総額２，０６３万円の減額計上であります。 

   款１７財産収入は４万円の増額、款１８寄附金は、ふるさと納税寄附金で４００万

円の減額計上であります。 

   款１９繰入金は、財政調整基金の取崩しを７，０００万円減額するほか、ふるさと

応援基金取崩しも２９５万６，０００円の減額計上であります。 

   下段の款２１諸収入の延滞金は４２万８，０００円の増額、民生費受託事業収入は

２７１万６，０００円の減額、２０ページご覧いただきまして、雑入は２８３万

１，０００円の補正計上であります。 

   款２２村債は、民生債で２５０万円の減額、農林水産業債で２２０万円の増額、土

木債で５２０万円の減額計上であります。 

   款２３自動車取得税交付金は、１８万円の補正計上であります。 

   以上、大玉村一般会計補正予算についてご説明を申し上げました。 

   次に、議案第２２号、令和５年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算についてご

説明を申し上げます。 

   ５８ページをお開き願います。 

   歳出よりご説明を申し上げます。 
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   款１総務費の賦課徴収費は、電算処理業務委託料７０万円の減額計上であります。 

   款２保険給付費の一般被保険者療養給付費は、一般被保険者診療報酬２，０００万

円、一般被保険者高額療養費は１，０００万円の補正計上であります。 

   款３国民健康保険事業費納付金は、いずれも財源調整であります。 

   ６０ページをお開き願います。 

   款８諸支出金の保険給付費等交付金償還金は、１０万１，０００円の補正計上であ

ります。 

   款９予備費は、財源を調整し、２，１１２万円の補正計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明を申し上げます。 

   ５６ページをお開き願います。 

   款１国民健康保険税の一般被保険者国民健康保険税は、総額５０３万８，０００円

の補正計上であります。 

   款３県支出金の保険給付費等交付金は、総額３，９００万円の補正計上であります。 

   款５繰入金の一般会計繰入金は、負担割合に基づき総額５８６万５，０００円の補

正計上であります。 

   款７諸収入の一般被保険者延滞金は、６１万８，０００円の補正計上であります。 

   以上、大玉村国民健康保険特別会計補正予算についてご説明を申し上げました。 

   次に、議案第２３号、令和５年度大玉村後期高齢者医療特別会計補正予算について、

歳出よりご説明を申し上げます。 

   ６８ページをお開き願います。 

   款２後期高齢者医療広域連合納付金は、負担額確定に伴い、広域連合への納付金

４６１万９，０００円の補正計上であります。 

   款３保健事業費は、１１３万４，０００円の減額計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明を申し上げます。 

   ６６ページをお開き願います。 

   款１後期高齢者医療保険料は、総額４２７万４，０００円の補正計上であります。 

   款４繰入金の一般会計繰入金は、１１３万４，０００円の減額、保険基盤安定繰入

金は３４万５，０００円の補正計上であります。 

   以上、大玉村後期高齢者医療特別会計補正予算についてご説明を申し上げました。 

   次に、補正予算を離れまして、一般会計からの当初予算の説明になります。このグ

レーの予算書をご覧いただきたいと思います。 

   初めに、議案第２４号、令和６年度大玉村一般会計予算について、歳出から款ごと

にご説明を申し上げます。 

   ４２ページをお開き願います。 

   款１議会費は、議会の管理・運営に要する経費として、対前年度比３．５％増の

７，１５６万８，０００円を計上し、議員報酬の増額改定に取り組むものであります。 

   ４４ページをお開き願います。 

   款２総務費は、対前年度比５．９％減の６億４，９７９万１，０００円の計上であ
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ります。 

   一般管理費の事項①三役、職員の人件費及び庁内一般管理に要する経費は２億

４，０４５万７，０００円の計上であります。 

   以下、重点事務事業及び新規事業など、主な事業等について申し上げます。 

   ５８ページをお開き願います。 

   中段の企画費の事項⑤定住促進対策に要する経費では、県外からの移住や、子育て

世帯の移住を促進するための、来て「おおたまむら」住宅取得支援事業補助金

１，０００万円や、多世代同居・近居住宅取得支援事業補助金４００万円など、合わ

せて１，８００万円の計上であります。 

   下段の事項⑥地方創生の推進に要する経費は、結婚支援事業としての婚活イベント

セミナー業務委託料３３１万１，０００円や、はぴ福なび会員登録補助金など、合わ

せて８１０万８，０００円の計上であります。 

   ６０ページをお開き願います。 

   事項⑦再エネアグリプロジェクト事業に要する経費は、農福連携推進事業計画立案

支援業務委託料３２０万円を含め、合わせて３８０万円の計上であります。 

   ６４ページをお開き願います。 

   諸費の事項②防犯対策に要する経費は、防犯カメラ等設置補助金５０万円を含め、

合わせて５８４万９，０００円の計上であります。 

   ６６ページをお開き願います。 

   国内外交流費の事項①国内外交流事業に要する経費は、マチュピチュ村との友好都

市協定締結１０周年を記念した事業経費を含め、合わせて２９７万１，０００円の計

上であります。 

   事項②台湾交流事業に要する経費は、大竹国民中学の来村受入れに要する経費や、

本年度の対象生徒を台湾に派遣するための経費として、合わせて９６３万

３，０００円の計上であります。 

   ７４ページをお開き願います。 

   下段の指定統計費の事項④農林業センサス調査に要するは、令和７年２月１日現在

で行われる２０２５年農林業センサス調査費１６９万７，０００円の計上であります。 

   ７８ページをお開き願います。 

   款３民生費は、対前年度比５．３％増の１１億７，９７２万６，０００円の計上で

あります。 

   社会福祉総務費の事項①職員人件費等、社会福祉に係る共通経費は３，３５５万

６，０００円の計上であります。 

   以下、主な事業等について申し上げます。 

   下段の事項③社会福祉協議会に要する経費は、総合福祉センターさくらの指定管理

業務委託料１，３１８万１，０００円、社会福祉協議会運営補助金２，５４２万円の

計上であります。 

   ８０ページをお開き願います。 
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   中段の事項⑥国保特別会計に要する経費は、保険基盤安定負担金などの国民健康保

険特別会計繰出金７，５１５万７，０００円の計上であります。 

   ８２ページをお開き願います。 

   中段の障がい者福祉費の事項③障害者総合支援法に要する経費は、各給付費を含め

２億１，５３８万１，０００円の計上であります。 

   下段から８４ページにかけての老人福祉費の事項①職員人件費等、老人福祉に係る

共通経費は、介護保険特別会計繰出金１億２，２９８万１，０００円を含め、合わせ

て１億３，７５９万４，０００円の計上であります。 

   下段から８６ページにかけての事項③居宅老人等の対策に要する経費は、８７ペー

ジ上段にございます節の１８、ご覧いただきまして、負担金補助及び交付金の高齢者

補聴器購入費補助金２５万円を含め、合わせて１，５６５万３，０００円の計上であ

ります。 

   下段の事項⑥後期高齢者医療制度に要する経費は、１億３４万７，０００円の計上

であります。 

   ９２ページをお開き願います。 

   上段の児童福祉総務費の事項⑤子ども・子育て支援に要する経費は、保育所の運営

主体である村社会福祉協議会に交付する子どものための教育・保育給付費補助金１億

８，０００万円など、合わせて１億９，６６８万円の計上であります。 

   ９６ページをお開き願います。 

   款４衛生費は、対前年度比１０％減の３億２，４９９万８，０００円の計上であり

ます。 

   １００ページをお開き願います。 

   主な事業として、中段の保健衛生総務費の事項⑧健康長寿推進事業に要する経費は、

健康長寿の３本柱である食、運動、社会参加を推進するための経費２９１万

５，０００円の計上であります。 

   １０２ページをお開き願います。 

   下段の予防費の事項②妊産婦健康管理に要する経費は、妊産婦健康診査業務委託料

９００万円や不妊治療支援事業助成金６０万円を含め、１，０６５万６，０００円の

計上であります。 

   １０８ページをお開き願います。 

   中段の環境衛生費の事項⑤再生可能エネルギー利用促進に要する経費は、太陽光発

電設備や蓄電池等の設置を対象とした、住宅用再生可能エネルギー設備設置補助金

３９５万円の計上であります。 

   １１０ページをお開き願います。 

   中段の款５労働費は、前年度と同額の２０万円の計上であります。 

   款６農林水産業費は、対前年度比２０．８％減の４億１，２２３万９，０００円の

計上であります。 

   １１４ページをお開き願います。 



 

- 33 - 

 

   主な事業として、農業振興費の事項①農業振興に要する共通経費では、大玉産米の

ブランド化ＰＲ事業委託料２８５万６，０００円や、新規就農者育成総合対策事業補

助金３００万円、農業機械等共同利用への購入補助８３１万９，０００円、飼料用米

等を対象とした新規需要米推進対策事業補助金２２５万円、電動機械等導入補助や農

耕用運転免許取得補助などの各種支援策を含め、合わせて２，８２８万６，０００円

の計上であります。 

   １１８ページをお開き願います。 

   事項⑤農業サポートセンターの管理運営に要する経費では、指定管理業務委託料

６２３万５，０００円の計上であります。 

   事項⑥地域おこし協力隊（農業分野）に要する経費は、新規就農を目的とした地域

おこし協力隊の活動経費と、農業を志す新たな地域おこし協力隊の募集に要する経費

として、６０７万６，０００円の計上であります。 

   １２２ページをお開き願います。 

   中段の畜産業費の事項②堆肥センターの運営に要する経費は、農業振興公社への指

定管理業務委託料６５０万円を含め、合わせて７０６万２，０００円の計上でありま

す。 

   １２６ページをお開き願います。 

   中段の林業振興費の事項①林業の振興に要する経費は、ふくしま森林再生事業委託

料２，３９０万円や、広葉樹林再生事業委託料４，８０５万円のほか、豪雨被害の復

旧を行う遠藤ケ滝遊歩道整備工事費１，０５０万円など、合わせて９，１２２万

６，０００円の計上であります。 

   １２８ページをお開き願います。 

   下段の事項⑤有害鳥獣被害防止対策に要する経費は、鳥獣被害防止柵設置事業補助

金２６０万円など、引き続きイノシシ被害対策に取り組むための経費、合わせて

５０９万円の計上であります。 

   １３０ページをお開き願います。 

   款７商工費は、対前年度比２．４％増の１億２６０万５，０００円の計上でありま

す。 

   主な事業として、中段の商工振興費の商工業の振興に要する経費は、基金を活用し

た新型コロナウイルス対策特別資金制度等利子補給補助金１６４万７，０００円や、

商工会運営費補助金９８６万円など、合わせて２，５６７万７，０００円の計上であ

ります。 

   １３２ページをお開き願います。 

   観光費の事項①観光の振興に要する経費は、１，８７２万１，０００円の計上であ

ります。 

   利用客が伸び悩む村内温泉施設の利用促進を引き続き図るため、節の７報償費にお

いては、宿泊利用の村民に対し商品券を交付するための宿泊応援事業報償１００万円

と、節の１８負担金補助及び交付金においては、日帰り入浴料金の一部助成を行うた
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めの日帰り温泉施設利用促進事業補助金１００万円を計上しております。 

   １３４ページをお開き願います。 

   中段の観光費の事項③アットホームおおたま管理に要する経費は、指定管理業務委

託料２，０００万円など、合わせて２，０９５万３，０００円の計上であります。 

   款８土木費は、対前年度比３．２％減の２億５，５４４万７，０００円の計上であ

ります。 

   １３８ページをお開き願います。 

   主な事業として、下段から１４０ページにかけての道路新設改良費の道路新設改良

に要する経費は、１億３１３万９，０００円を計上し、通学路緊急対策を目的とした

細田・矢沢線や、西部幹線横断道路の道路改良等に取り組むものであります。 

   下段から１４２ページにかけての都市計画総務費の都市計画の管理事務に要する経

費は、引き続きスマートインターチェンジの立地に向けた立地適正化計画策定業務委

託料８５０万円を含め、合わせて９７７万６，０００円の計上であります。 

   下段の住宅管理費の事項①公営住宅の管理に要する経費は、村営住宅等管理基金積

立金１，０００万円を含め、合わせて１，１５０万２，０００円の計上であります。 

   １４６ページをお開き願います。 

   款９消防費は、対前年度比６．５％増の２億５，４９８万円の計上であります。 

   常備消防費の常備消防に要する経費は、安達地方広域行政組合消防費負担金１億

９，１３４万１，０００円の計上であります。 

   下段から１４８ページにかけての消防施設費の消防施設の整備に要する経費は、第

５分団１方部の小型動力ポンプ付積載車１台の更新経費１，３００万円や、自主防災

組織活動支援事業補助金２０万円など、合わせて３，３０１万円２，０００円の計上

であります。 

   下段の款１０教育費は、対前年度比４．５％増の６億２，６２５万２，０００円の

計上であります。 

   １５０ページをお開き願います。 

   主な事業として、中段から１５２ページにかけての事務局費の事項②教委事務局の

管理運営に要する経費は、学校給食費に係る保護者負担の軽減を図るための学校給食

費補助金３，２８２万円など、合わせて５，６２５万５，０００円の計上であります。 

   １５４ページをお開き願います。 

   下段の事項⑦特別支援教育支援員配置に要する経費は、小中学校を対象に、合わせ

て９名の支援員を配置するための経費１，６２２万７，０００円の計上であります。 

   １５８ページをお開き願います。 

   上段の事項⑫学校ＩＣＴ推進に要する経費は、小中学校に導入を進めた学習用タブ

レット端末の利活用を図るためのＩＣＴ支援担当指導主事の配置経費を含め、合わせ

て１，６７０万９，０００円の計上であります。 

   １６０ページから１６６ページ中段にかけましての玉井・大山両小学校に係る学校

管理費と教育振興費、合わせて３，６４６万２，０００円の計上であります。 
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   １６６ページをお開き願います。 

   中段から１７０ページ中段にかけての中学校費は、総額２，２１７万円の計上であ

ります。 

   １７０ページをお開き願います。 

   中段から１７６ページ上段にかけての幼稚園費は、玉井・大山両幼稚園における管

理運営経費等総額１億８，８７７万３，０００円の計上であります。 

   １７８ページをお開き願います。 

   下段から１８０ページ中段にかけての社会教育総務費の事項⑤地域学校協働活動事

業に要する経費は７９２万９，０００円を計上し、地域と学校の連携・協働による豊

かな学びを支える環境づくりに取り組むものであります。 

   １８６ページをお開き願います。 

   下段から１８８ページ中段にかけての保健体育総務費の事項①社会体育振興に要す

る共通経費は、６月に開催を計画するあだたら健康マラソン大会の経費を含め、合わ

せて６８８万６，０００円の計上であります。 

   １９２ページをお開き願います。 

   体育施設費の事項②プール・テニスコートの管理に要する経費は、合わせて

２，２１６万２，０００円の計上であります。 

   給食センター費の給食センター共同事業に要する経費は、設備改修負担金２８２万

７，０００円を含め、共同事業に係る負担金６，１９５万８，０００円の計上であり

ます。 

   下段から１９４ページにかけての款１１災害復旧費は、総額１０万円の存目計上で

あります。 

   １９４ページの下段にございますが、款１２公債費は、元金と利子償還を合わせ、

対前年度比６．６％減に当たる３億９，５４３万８，０００円の計上であります。 

   １９６ページをお開き願います。 

   款１３諸支出金は存目２万円、款１４予備費は調整財源として５，２２６万

１，０００円の計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   １２ページをお開き願います。 

   款１村税は、対前年度比１．０％増の９億４，２２５万円の計上であります。 

   個人村民税は０．８％増の３億２，６０５万２，０００円、法人村民税は６．９％

減の２，８９３万８，０００円の計上であります。 

   固定資産税は、対前年度比１．０％増の４億５，４７４万６，０００円、軽自動車

税は、環境性能割と種別割の総額で０．４％増の３，９９６万５，０００円、たばこ

税は、５．４％増の７，７０６万４，０００円を計上したものであります。 

   １４ページをお開き願います。 

   入湯税は、課税人員を７万２，８２５人と見込み、１，０９２万３，０００円の計

上であります。 
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   款２地方譲与税は、対前年度比３．６％増の６，９００万３，０００円、款３利子

割交付金は２０万円、款４配当割交付金は２５８万８，０００円、款５株式等譲渡所

得割交付金は１００万円の計上であります。 

   １６ページをお開き願います。 

   款６法人事業税交付金は１，２３８万２，０００円、款７地方消費税交付金は、一

般財源枠と社会保障財源枠における前年度実績等を考慮し、１億９，４５５万

８，０００円の計上であります。 

   款８ゴルフ場利用税交付金も前年度実績を考慮し１，３７７万５，０００円、款

９環境性能割交付金は４９３万４，０００円の計上であります。 

   款１０地方特例交付金は、住宅ローン減税等に係る減収補塡分で１，４８９万

５，０００円の計上であります。 

   款１１地方交付税は、対前年度比０．８％増の１６億１，６１８万５，０００円の

計上であります。 

   右ページの普通交付税交付金は、対前年度比２．４％増に当たる１５億

６，３９４万５，０００円の計上であり、これは前年度実績等を勘案し積算計上した

ものであります。 

   また、特別交付税交付金は５，０００万円、ふくしま森林再生事業に充当となる震

災復興特別交付税交付金は２２４万円の計上であります。 

   款１２交通安全対策特別交付金は、対前年度比２０．５％減の１１８万

４，０００円の計上であります。 

   １８ページをお開き願います。 

   款１３分担金及び負担金は１２６万９，０００円、２０ページにかけての款１４使

用料及び手数料は、３，４２６万６，０００円の計上であります。 

   以下、重点的及び新規など、主な歳入項目について申し上げます。 

   ２０ページをお開き願います。 

   下段の款１５国庫支出金は、対前年度比３．１％減の４億７，０１６万

５，０００円の計上であります。 

   ２２ページをお開き願います。 

   民生費国庫負担金の児童福祉費負担金は、村社会福祉協議会が運営する公私連携型

保育所を対象とした国庫負担金を含め、１億９，６３７万円の計上であります。 

   衛生費国庫負担金は、新型コロナウイルスワクチン接種対策事業の終了に伴う廃目

整理であります。 

   ２４ページをお開き願います。 

   衛生費国庫補助金も、新型コロナウイルスワクチン接種事業の終了に伴い、対前年

度比７４．７％減となる８９８万７，０００円の計上であります。 

   土木費国庫補助金は、（仮称）大玉西部幹線横断道路等の改良工事を対象とした社

会資本整備総合交付金２，６５０万円を含め、合わせて５，９３９万６，０００円の

計上であります。 
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   ２６ページをお開き願います。 

   款１６県支出金は、対前年度比１４．７％減の４億５，１９６万５，０００円の計

上であります。 

   民生費県負担金の児童福祉費負担金は、国庫負担金と同様に村社会福祉協議会が運

営する公私連携型保育所を対象とした県負担金を含め、合わせて６，３０６万円の計

上であります。 

   下段の総務費県補助金の総務管理費補助金は、来て「おおたまむら」住宅取得支援

事業費に充当となる、来てふくしま住宅取得支援事業費２００万円を含め、合わせて

１，１５８万６，０００円の計上であります。 

   ３０ページをお開き願います。 

   農林水産業費県補助金の林業費補助金は、ふくしま森林再生事業費や広葉樹林再生

事業費のほか、遠藤ケ滝遊歩道整備事業費等に充当となる森林環境交付金事業費

１，２０５万９，０００円を含め、合わせて８，３４６万１，０００円の計上であり

ます。 

   ３２ページをお開き願います。 

   中段の款１７財産収入は、対前年度比０．８％増の１，２２２万２，０００円の計

上であります。 

   ３４ページをお開き顧います。 

   中段の款１８寄附金は、ふるさと納税寄附金の増収を見込み、対前年度比

１２．５％増の４，５００万１，０００円の計上であります。 

   款１９繰入金は、対前年度比３．２％減の２億４，０３０万円の計上であります。 

   下段の基金繰入金では、財政調整基金取崩しで２億円、減債基金取崩しで

３，０００万円、放射能測定装置点検校正費に充当となる復興基金取崩しで１９万

８，０００円、中学生を台湾に派遣する友好の翼に充当となるふるさと応援基金取崩

しで８４５万３，０００円、３６ページ上段にあります新型コロナウイルス感染症対

策利子補給基金取崩しで１６４万７，０００円と、それぞれの事務事業に充当するた

めの計上であります。 

   款２０繰越金は、前年度と同額の８，０００万円の計上であります。 

   款２１諸収入は、対前年度比２．５％減の３，３６８万３，０００円の計上であり

ます。 

   ４０ページをお開き願います。 

   中段の款２２村債は、対前年度比３８．５％減の８，３８０万円の計上であります。 

   なお、下段の臨時財政対策債は、地方の財源不足を普通交付税と併せて補うために、

その発行が認められる一般財源的な起債でありますが、現時点においては、昨年度に

引き続き大幅に引き下げる国の方針を受け、対前年度比６５．５％減に当たる

７９０万円を計上したところであります。 

   １９８ページをお開き願います。 

   地方債の現在高の見込みに関する調書であります。 
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   １９９ページ右下の額、３２億４，４６３万５，０００円が令和６年度末の現在高

見込額であります。 

   その上の数字、１４億４，４１３万９，０００円は、地方交付税に代わって自治体

が起債を発行する臨時財政対策債の令和６年度末現在高見込額であります。現在高総

額の４４．５％を占めるものであります。 

   めくっていただいて、２００ページにつきましては、債務負担行為に関する支出予

定額等に関する調書であり、本宮方部学校給食センター設備改修事業３件となってお

ります。 

   ２０２ページからは給与費の明細について、２１６ページは性質別・目的別の歳出

予算分類表を掲載しております。 

   以上、大玉村一般会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第２５号、令和６年度大玉村国民健康保険特別会計予算について、歳出

よりご説明を申し上げます。 

   ２３４ページをお開き願います。 

   款１総務費は、対前年度比６．３％減の２，０３５万円の計上であります。 

   主に、事務従事者の人件費や電算処理業務委託料等、一般管理経費の計上でありま

す。 

   ２３６ページをお開き願います。 

   下段の款２保険給付費は、対前年度比３．３％減の５億８，２３０万９，０００円

の計上であります。医療費に係る療養給付費は５億２４２万５，０００円の計上であ

ります。 

   以下、各目ごとに所要の予算計上をしたものであります。 

   ２３８ページ中段になります。２３８ページをお開き願います。 

   中段からは高額療養費に係る計上であります。 

   ２４０ページ上段から２４２ページ上段にかけましては、移送費、出産育児諸費、

葬祭諸費、傷病手当金の計上であります。 

   ２４２ページをお開き願います。 

   中段の款３国民健康保険事業費納付金は、対前年度比１７．３％減の１億

７，８９２万９，０００円の計上であります。 

   下段にかけて、対象となる医療給付費分や後期高齢者支援金等分、介護納付金分に

ついて、福島県から示された算定基準に基づき算出し、福島県に納付するものであり

ます。 

   ２４４ページをお開き願います。 

   款４財政安定化基金拠出金は存目計上であります。 

   中段から２４６ページ上段にかけての款５保健事業費は、対前年度比５．０％減の

１，６７５万６，０００円の計上であり、引き続き、特定健康診査等の事業を実施す

るための経費や、国保被保険者の人間ドック事業などに要する経費の計上であります。 

   ２４６ページをお開き願います。 
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   款６基金積立金は、１万円の計上であります。 

   款７公債費は、存目計上であります。 

   下段から２４８ページ下段にかけての款８諸支出金は、保険税還付金等１０５万

３，０００円の計上であります。 

   ２５０ページをお開き願います。 

   款９予備費は、調整財源として２００万円の計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ２２６ページをお開き願います。 

   款１国民健康保険税は、対前年度比１７．２％減の１億３，２０１万６，０００円

の計上であります。 

   国保税につきましては、現時点において、県支出金等の動向、歳出における各種納

付金等の額が未確定であるため、前年度剰余金等も含め、６月の本算定において精査

していくこととしております。 

   款２国庫支出金は、災害臨時特例補助金の存目計上であります。 

   下段から２２８ページ上段にかけての款３県支出金は、広域化に伴う一括交付によ

り、対前年度比３．０％減の５億８，８６９万５，０００円の計上であり、療養給付

費等に充当となる普通交付金で５億７，５８７万７，０００円、傷病手当金や特定健

康診査等事業費に充当となる特別交付金で１，２８１万７，０００円の計上でありま

す。 

   中段の款４財産収入は、預金利子で１万円の計上であります。 

   ２３０ページ上段にかけての款５繰入金は、対前年度比１５．０％減の

８，０６１万８，０００円、款６繰越金は存目計上であります。 

   中段から２３２ページ中段にかけての款７諸収入は６万８，０００円の計上であり、

款８村債は存目計上であります。 

   ２５２ページからは、給与費明細書であります。 

   以上、大玉村国民健康保険特別会計予算についてご説明を申し上げました。 

   次に、議案第２６号、令和６年度大玉村玉井財産区特別会計予算について、歳出よ

りご説明を申し上げます。 

   ２７２ページをお開き願います。 

   款１総務費は、管理会委員、補助員の人件費など一般管理に要する経費として、対

前年度比４７．０％減の１３５万５，０００円の計上であります。 

   款２農林水産業費は、対前年度比４２．７％減の２６６万円の計上であります。 

   引き続き、小高倉山地内や東光地内等における下刈りや枝打ち等の作業に要する経

費の計上であります。 

   ２７４ページをお開き願います。 

   款３予備費は、調整財源として３２万１，０００円の計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明を申し上げます。 

   ２７０ページをお開き願います。 
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   款１財産収入は、前年度と同額の３３３万３，０００円の計上であり、主に北上台

のゴルフ場用地に係る土地貸付料等を見込んでおります。 

   款２繰越金は、１００万円の計上であります。 

   款３諸収入は、存目計上であります。 

   以上、大玉村玉井財産区特別会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第２７号、令和６年度大玉村土地取得特別会計予算について、歳出より

ご説明申し上げます。 

   ２８６ページをお開き願います。 

   款１土地開発基金費は、預金利子を基金に積み立てるもので、５，０００円の計上

であります。 

   款２土地取得費の公共用地先行取得に要する経費は、玉井字横堀平地内の国有林

１万８，４７４平方メートルを取得するための経費として、１，７８６万

９，０００円の計上であります。 

   款３予備費は、１万円の計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ２８４ページをお開き願います。 

   款１財産収入は、基金利子５，０００円の計上であります。 

   款２繰入金は、土地開発基金繰入金１，７８７万９，０００円の計上であります。 

   以上、大玉村土地取得特別会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第２８号、令和６年度大玉村介護保険特別会計予算について、それでは

歳出よりご説明申し上げます。 

   ３１０ページをお開き願います。 

   款１総務費は、対前年度比８．３％減の１，７９６万７，０００円の計上であり、

職員給与費や介護認定審査経費等を計上しております。 

   ３１２ページをお開き願います。 

   下段からの款２保険給付費は、対前年度比６．１％増の７億６，７００万円の計上

であります。 

   介護サービス等諸費では、居宅介護サービス給付費や地域密着型介護サービス給付

費、施設介護サービス給付費など、要介護認定者が利用できる各種サービスを計上し

ております。 

   ３１６ページをお開き願います。 

   介護予防サービス等諸費では、要支援認定者が利用できる各種予防サービスを計上

しております。 

   ３１８ページをお開き願います。 

   中段の高額介護サービス等費では、基準額を超えた自己負担額に対する給付費の計

上であり、下段の高額医療合算介護サービス等費は、高額医療と高額介護の合算制度

による給付費の計上であります。 

   ３２０ページをお開き願います。 



 

- 41 - 

 

   特定入所者介護サービス等費は、低所得者の施設入所に係る食費や居住費の給付で

あります。 

   ３２２ページをお開き願います。 

   款３財政安定化基金拠出金は、存目計上であります。 

   款４地域支援事業費は、対前年度比２０．７％増の４，８６４万２，０００円の計

上であります。 

   要支援者等に対する訪問介護や通所介護サービス提供に要する経費や、高齢者の介

護予防を推進するための経費の計上であります。 

   ３２６ページをお開き願います。 

   款５基金積立金は利子積立金１万円の計上であり、款６公債費は存目計上でありま

す。 

   中段から３２８ページ上段にかけての款７諸支出金は、保険料の還付金等５万

２，０００円、款８予備費は調整財源として１０１万１，０００円の計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ２９６ページをお開き願います。 

   款１介護保険料は第１号被保険者介護保険料で、対前年度比７．３％増の１億

８，４４６万４，０００円の計上であります。 

   款２使用料及び手数料は、存目計上であります。 

   款３国庫支出金は、対前年度比６．７％増の１億８，７９２万６，０００円の計上

であり、介護給付費負担金で１億３，３４０万１，０００円、下段の財政調整交付金

で３，８３５万１，０００円を計上しております。 

   ３００ページをお開き願います。 

   款４支払基金交付金は、対前年度比５．５％増の２億１，２２０万９，０００円の

計上であり、第２号被保険者に係る保険料で、保険給付費等の２７％相当が交付され

ます。 

   下段から３０２ページにかけての款５県支出金は、対前年度比７．４％増の１億

２，３９６万２，０００円の計上であり、国庫支出金と同様に、基準額に対して一定

割合で交付されるものであります。 

   ３０２ページ下段の款６財産収入は、基金利子収入１万円の計上であります。 

   ３０４ページをお開き願います。 

   款７繰入金は、対前年度比５．６％増の１億２，６１０万５，０００円の計上であ

り、上段の介護給付費繰入金は９，５８７万６，０００円の計上であります。 

   ３０６ページをお開き願います。 

   中段の款８繰越金及び款９諸収入は、それぞれ存目計上であります。 

   ３３０ページからは、給与費の明細書であります。 

   以上、大玉村介護保険特別会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第２９号、令和６年度大玉村後期高齢者医療特別会計予算について、そ

れでは歳出よりご説明を申し上げます。 
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   ３５６ページをお開き願います。 

   款１総務費は、対前年度比２．８％減の１６８万９，０００円を計上し、一般管理

や保険料徴収事務を行うものであります。 

   下段の款２後期高齢者医療広域連合納付金は、対前年度比１０．１％増の

７，８７０万１，０００円の計上であります。 

   ３５８ページをお開き願います。 

   款３保健事業費は、対前年度比１６．５％減の４６６万円の計上であり、広域連合

から受託して高齢者健診事業を実施するものであります。 

   款４諸支出金は、４３万１，０００円の計上であります。 

   ３６０ページをお開き願います。 

   款５予備費は、存目計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ３５２ページをお開き願います。 

   款１後期高齢者医療保険料は、対前年度比１０．３％増の５，８８０万

１，０００円の計上であります。 

   款２使用料及び手数料と款３寄附金は、いずれも存目計上であります。 

   款４繰入金は、事務費や健診事業への一般会計繰入金と、保険基盤安定繰入金で、

対前年度比２．６％増の２，３５４万５，０００円の計上であります。 

   款５繰越金は、存目計上であります。 

   下段から３５４ページにかけての款６諸収入は、対前年度比４．３％増の３１３万

３，０００円の計上であり、主に健診事業に係る受託収入や保険料還付金等を見込ん

でおります。 

   以上、大玉村後期高齢者医療特別会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第３０号、令和６年度大玉村水道事業会計予算についてご説明を申し上

げます。 

   ３６５ページをお開き願います。 

   予算を款項目別にした実施計画であります。 

   収益的収入は、水道事業収益で１億８，２３１万４，０００円、収益的支出は、水

道事業費用で１億６，８５４万円であります。 

   ３６６ページをお開き願います。 

   資本的収入及び支出の実施計画であります。 

   収入は、国庫支出金２８５万円、工事負担金及び他会計繰入金は存目計上、企業債

は８，６１０万円であります。 

   支出は、拡張整備費で９，６２０万円、量水器購入の固定資産購入費で１２５万

２，０００円、企業債償還金は６，９９７万３，０００円、予備費は４４５万円であ

ります。 

   ３６７ページをお開き願います。 

   水道事業会計の予定キャッシュ・フロー計算書であり、下段には現金・預金の残高
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等を明示しております。 

   ３７０ページから３７４ページまでは、職員の給与費明細書を掲載しております。 

   ３７５ページをお開き願います。 

   令和５年度決算見込みによる損益計算書であります。 

   年度中の収益及び支出を消費税抜きで仮決算したもので、下から３段目の当年度純

利益は２，５１２万８，９８３円を見込んでおります。 

   ３７６ページをお開き願います。 

   令和５年度の予定貸借対照表であり、下段の年度末資産合計は２０億７，３６９万

４７円であります。 

   ３７８ページをお開き願います。 

   保有する資産、負債の内容を示した令和６年度の予定貸借対照表であり、下段の令

和６年度末資産合計は２０億７，１２７万２，０２７円であります。 

   ３８０ページからは、参考資料として付した令和６年度の水道事業会計予算明細書

であります。 

   以上、大玉村水道事業会計予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第３１号、令和６年度大玉村農業集落排水事業会計予算についてご説明

を申し上げます。 

   ３９１ページをお開き願います。 

   令和５年度までは、特別会計として一般会計と同様な予算書をお示しさせていただ

いておりましたが、４月１日からは企業会計に移行いたしますので、水道会計と同様

に財務指標による作成となりますので、ご理解を賜れればと思います。 

   初めに、３９１ページは予算を款項目別にした実施計画であります。 

   収益的収入は農業集落排水事業収益で１億５，６７５万円、収益的支出は農業集落

排水事業費用で１億２，７５１万円であります。 

   ３９２ページをお開き願います。 

   資本的収入及び支出の実施計画であります。 

   収入は、項１国庫支出金から項４他会計借入金までは存目計上、企業債で

２，１５０万円であります。 

   支出は、建設改良費で２，１５０万１，０００円、企業債償還金で５，４９５万

３，０００円、他会計借入金償還金と予備費は存目計上であります。 

   ３９３ページをご覧いただきたいと思います。 

   農業集落排水事業会計の予定キャッシュ・フロー計算書であります。下段には現

金・預金の残高等を明示しております。 

   ３９５ページから４００ページまでは、職員の給与費明細書を掲載しております。 

   ４０２ページをお開き願います。 

   令和６年度の予定開始貸借対照表であり、中段の年度末資産合計は１５億

３，３０９万２，０７６円であります。 

   ４０４ページをお開き願います。 
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   保有する資産、負債の内容を示した令和６年度の予定貸借対照表であり、下段の令

和６年度末資産合計は１４億９，０１１万１，０５３円であります。 

   ４０６ページからは、参考資料として付した令和６年度の農業集落排水事業会計予

算明細書であります。 

   以上、大玉村農業集落排水事業会計予算についてご説明申し上げました。 

   以上のとおり、令和６年度各会計における予算について、提案理由の説明を申し上

げました。よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（押山義則） 以上で、施政方針並びに提案理由の説明が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第７、請願・陳情について、常任委員会付託を行います。 

   １２月定例会以降、本日までに受理した請願・陳情は、お手元にお配りした写しの

とおり、陳情第１号から陳情第３号までの３件であります。 

   お諮りします。 

   議長から所管の常任委員会に付託したいと思います。これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（押山義則） 異議なしと認めます。 

   議長から所管の常任委員会に付託をいたします。 

   配付しております付託表のとおり、陳情第１号、陳情第２号及び陳情第３号を産業

厚生常任委員会に付託いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 以上で日程による議事が終了しましたので、本日の会議を閉じ、散

会いたします。ご苦労さまでした。 

（午後２時３６分） 

 


